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Ⅰ．東北学院の基本方針 

○東北学院建学の精神 

東北学院の三校祖、押川方義、Ｗ・Ｅ・ホーイ、Ｄ・Ｂ・シュネーダーは、東北学院の建学

の精神を、宗教改革の「福音主義キリスト教」の信仰に基づく「個人の尊厳の重視と人格の完

成」の教育にあるとした。 

その教育は、聖書の示す神に対する畏敬の念とイエス・キリストにならう隣人への愛の精神

を培い、文化の進展と福祉に貢献する人材の育成を目指すものである。 

○スクールモットー「LIFE LIGHT LOVE」 

東北学院の「建学の精神」を象徴するスクールモットー、「LIFE LIGHT LOVE」とは、イエ

ス・キリストの「命（いのち）」・「光（ひかり）」・「愛（あい）」を指します。キリスト

の命が私たちに与えられ、キリストの光が私たちを照らし、キリストの愛が私たちを包んでい

ます。それゆえ私たちもまた人々の命のために仕え、人々に光を与えるために働き、人々を自

分のように愛するのです。これは聖書を根拠にした本院に関係するすべての人々に対する教え

であり、本院の創設時から大切にされてきた言葉です。 

 

LIFE（いのち）とは、有限な生命体の命と、神が自らの似姿として創造された個人の尊厳を

互いに大切にすることです。 

LIGHT（ひかり）とは、学問や科学の成果によって新しい時代を切り開くことです。 

LOVE（あい）とは、隣人愛をもって地域や世界に仕えることです。 

○東北学院教育の基本方針 

東北学院は創立以来、本法人に所属する各教育機関において一般の教育・研究活動と共に福

音主義キリスト教に基づく宗教教育を一貫して行ってきた。 

今後ともそれぞれの教育機関は、正規の学校行事としての礼拝と正課必修としてのキリスト

教教育を不変のこととして実施していくものとする。 

○学校法人東北学院の経営理念 

学校法人東北学院は、建学の精神の堅持を根本理念とし、次の三つの基本方針により教育事

業の経営にあたる。 

１.教育事業を安定的に持続させる経営 

２.社会的に適切と評価される経営 

３.社会に対して説明責任をはたす経営 
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○東北学院教職員の行動宣言 

私たち教職員は、東北学院の建学の精神（キリスト教による人格教育）を象徴するスクール

モットー「LIFE LIGHT LOVE」のもと、文化の進展と福祉に貢献する人材の育成に寄与するた

め、常に以下のことを意識し、行動します。 

１．個を重んじ、自他の成長を追求します。 

２．未来を見据え、新しさと困難さに挑戦します。 

３．互いの適性を認め合い、自ら進んで歩み寄ります。 

〇礼拝及びキリスト教教育について  

上記の建学の精神、および教育の基本方針に則り、東北学院はその学期中にあっては毎日、

福音主義キリスト教の信仰に基づいて礼拝を実施し、すべての園児・生徒・学生・教職員の参

加を奨励し、人格の涵養に努める。 

聖書とその教えを正しく理解し、キリスト教の歴史と思想を的確に理解するために、東北学

院の各教育機関は正課必修としてキリスト教教育科目を定めて、福音主義キリスト教の信仰に

基づく適切な担当者によって、授業を実施する。 

 

Ⅱ．東北学院大学の基本方針 

１．理念・目的 

○大学の教育理念・目的 

東北学院大学は、キリスト教による人格教育を基礎として、広く知識を授けるとともに深く

専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させ、もって世界文化の創造と

人類の福祉に寄与することを目的とする。 

○大学院の教育理念・目的 

東北学院大学大学院は、キリスト教による人格教育を基礎として、学術の理論及び応用を教

授研究し、その深奥を究めて、広く文化の進展に寄与することを目的とする。 

 

 

２．教学上の３つの方針 

○東北学院大学の教学上の３つの方針の基本的な考え方 

東北学院は、建学の精神の実現のため、スクールモットー「LIFE LIGHT LOVE」のもと、東北学

院教育の基本方針に基づいて教育・研究活動を行う。 

東北学院大学及び大学院は、その学位プログラムごとに掲げられた教育理念・目的及び教育目

標を達成するため、全学レベルの教学上の３つの方針と連動するように、学位プログラムごとに

教学上の３つの方針を定める。 

また、これらの教学上の３つの方針は、教育の質向上を継続的に担っていく内部質保証システ

ムの核となるものとして、絶えず検証し、必要に応じて見直していくものとする。 



 

3 

○全学部共通の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） ※2023年度以降の入学生より適用 

本学は、所属する学部における卒業所要単位を修得し、次の学修成果が確認できた者に学士の

学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きること

について、自分の考えを論じることができる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を活用して取り組むことができる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果

を総合的に活用することで課題の解決案を提示することができる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すことが

できる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異な

る価値観に理解を示すことができる。 

５．専攻分野の学修成果を活用及び説明できる。 

専攻する学問分野の専門的知識及び固有の認識や思考方法について、学修者自らが学修成

果を活用し、「何を学び身につけたか」を説明できる。 

○全学部共通の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）  

※2023年度以降の入学生より適用 

本学は、学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を達成するため、

教育課程編成・実施に関する全学合意に基づき、次の方針により、体系的・順次的な教育課程

を編成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目

のうち英語を４単位必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての

役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 
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６．学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、教養教育及び専門教育の学修成果の活用を主た

る目的として、専門教育科目に演習形式の授業科目を置く。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置く。 

９．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針

に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう学科ごとに適切に定める。 

〇教育課程編成・実施に関する全学合意 

本学は、教育課程編成・実施に関して次の事項を合意し、組織的教育を推進する。 

１． 順次的・体系的な教育課程を全学的な協力体制のもとに編成・実施する 

各学部及び教養教育センターは、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するため、順次

性のある体系的な教育課程を編成する。特に、授業内容・方法を工夫した適切な初年次教育

を組織的に行う。また、専門教育に関わる教育課程以外の教育課程の編成・実施について

は、学部及び教養教育センターをこえた全学的な協力体制のもと、必要な検討・調整を行

う。 

２． 各授業科目の位置づけを明確にする 

各学部、教養教育センター及び授業科目担当者は、学位授与の方針に定めた教育成果と関

連づけながら、授業科目の到達目標と学修内容を決める。 

３． 単位制度の実質化に向けた取り組みを推進する 

大学、各学部及び教養教育センターは、単位制度を実質化し、学位授与の方針に定めた学

修成果をより高いレベルで達成できるよう、授業回数の確保、セメスター制、キャップ制の

制度的対応をとるとともに適切な履修・学修指導を行う。また、授業科目担当者は、単位の

実質化にむけて、授業以外での学修のための具体的指導を行うなど、教育内容・方法の改善

に努める。 

４． シラバスの充実をはかる 

各学部、教養教育センター及び授業科目担当者は、シラバスを通じて、各授業科目の到達

目標、学修内容、学位授与の方針及び学士課程の到達目標との関連、成績評価の方法・基準

並びに事前・事後学修の内容などを学生に明確に伝える。 

５． 教育方法の改善に努める 

大学、各学部及び教養教育センターは、学生の学習意欲を引き出し、主体的な学びへと導

くために、教育方法の改善に努める。特に、少人数・双方向の授業、課題解決型授業を積極

的に取り入れるとともに、授業以外の学修支援体制を整備する。また、多様なメディアを高

度に利用して行う授業をメディア授業と定義し、その特性を生かした教育効果が得られるよ

うに努める。 

６． 厳格な成績評価に向けた取り組みを推進する 

大学、各学部及び教養教育センターは、授業科目担当者が、明確化された到達目標と成績

評価基準に基づき、厳格な成績評価を行っているかどうかを点検するとともに、到達目標や

成績評価基準についての教員間の共通理解を形成する。また、ＧＰＡをはじめとする客観的

な評価システムを導入することで、学修の成果を組織的に評価する仕組みをつくる。 

７． 点検・評価を不断かつ組織的に行う 
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大学、各学部及び教養教育センターは、学位授与の方針に定めた学修成果の達成の観点か

ら、教育課程及び各授業科目の実施・運営状況に関する点検・評価を不断かつ組織的に行

い、必要な改善措置をとる。特に、全学部において必修とされる授業科目については、厳格

な点検・評価を行う。 

○東北学院大学「授業における成績評価の方針」 

東北学院大学は、授業における成績評価及び単位認定が「学位授与の方針」に定めた学修成

果の質を保証するものとなるために、成績評価を次の方針に基づき行う。 

１． 成績評価は、授業ごとに達成目標として立てられた学修成果が、授業の履修を通じて、ど

の程度達成されたかを測定・評価することで行う。 

２． 授業の達成目標は、次の点に留意しながら適切に立てられ、シラバスに明示されなければ

ならない。 

(１)授業の履修者を主語に、授業履修後に達成すべき状態や行動が書かれている目標である

こと 

(２)学位授与の方針及び教育課程編成・実施方針の中での当該授業の位置づけをふまえた目

標であること 

(３)学位授与の方針が定める学修成果の多様性に対応した適切な数の目標であること 

(４)全体として、履修者に期待すべき標準的学修活動によって、履修者が相当の割合で達成

できる目標であること 

(５)達成度ができる限り客観的に判断できる目標であること 

３． 成績評価を行うために達成目標の達成度を測定・評価する具体的方法は、次の点に留意し

ながら、成績評価方法としてシラバスに明示されなければならない。 

(１)達成目標及びその評価の観点の多様性に対応した複数の評価方法からなること 

(２)達成目標と評価方法の対応関係がわかること 

(３)各評価方法の評価の観点がわかること 

(４)各評価方法の比重がわかること 

(５)各評価方法について具体的な評価基準が作られ、それらは明示されうるものであること 

４． シラバスに明示された達成目標、成績評価方法及び基準については、授業において、シラ

バスに記載された内容及び必要な補足事項について履修者にていねいに説明し、内容の周

知徹底をはからなければならない。また、達成目標、成績評価方法及び基準は、特段の事

情がないかぎり、授業期間途中で変更することはできない。 

５． 成績評価は、シラバス及び授業において明示された成績評価方法及び基準に基づいて行

い、全体として達成目標を「十分に達成している」者はグレードＳ（90～100点）、「達成

している」者はグレードＡ（80～89点）、「ほぼ達成している」者はグレードＢ（70～79

点）、「ある程度達成している」者はグレードＣ（60～69点）、「達成していない」者は

グレードＤ（59点以下）の評価とする。 

６． 成績評価及びその分布については、ＧＰＡを利用しながら、すべての授業について不断に

検証を行い、達成目標として掲げた学修成果の達成度に基づいた、公平かつ妥当なものと

なるよう、適正化にむけた取り組みを行う。 
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○全学部共通の入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）  

※2025年度以降の入学生より適用 

本学は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１．東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」を基礎とする教育プログラム

（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解し、主体性を持ちつつ多

様な人々と協働し、本学で学ぶことを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２．入学しようとする学部学科の教育理念・目的や教育内容を理解した上で、その学部学科にお

いて幅広い知識と豊かな表現力を身につけ、人間と社会が抱える諸問題を解決するための主

体的な学びを強く望んでいる。(主体的に学ぶ態度） 

３．高等学校における学習によって、入学しようとしている学部学科での学修に必要な高等学校

卒業相当の基礎的知識及びそれらを応用する力を有している。（知識・技能） 

４．高等学校で得た知識・技能を活用し、達成すべき水準の思考力及び日本語力を用いて、大学

での学びに関わる基礎的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思

考力・判断力・表現力） 

以下の項目に該当する者については、５又は６を評価に加える。 

５．スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよう

と考えている。（知識・技能／主体的に学ぶ態度） 

６．外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうとし

ている。（知識・技能／主体的に学ぶ態度） 

〇東北学院大学「教学上の３つの方針」に対する評価の方針（アセスメント・ポリシー） 

東北学院大学（以下「本学」という。）は、本学における教学上の「３つの方針」である

「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状

況について正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に

基づき、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）

する。 

１. アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入

れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、「方針」で求められている学修成果が、学生によって

実際にどの程度達成されているのかについてのアセスメントを中心に行う。大学の「内

部質保証」において特に強く求められているのが学修成果の質保証であることを踏ま

え、このアセスメントは特に重視する。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「方針」で求められている学修成果を達成

するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメントを

中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、「方針」で求められている主体的に学ぶ態度、

本学での学びに必要な知識・技能、基礎的思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞ

れどの程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。特に、入学試験別

のアセスメントを重視する。 
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２. アセスメントは、大学全体レベル、学位プログラムレベル、授業科目レベルの３つのレベル

で行う。大学は大学全体に関する指標、学部学科又は研究科専攻は当該学位プログラムに関

する指標、各教員は授業科目に関する指標を用いてアセスメントを行う。 

３. アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するとともに、

インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、アセスメ

ント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなければならな

い。 

４. アセスメントは、点検・評価委員会が、点検・評価活動の一環として行う。点検・評価委員

会は、年度ごとにアセスメントを集約し、それに基づき、各方針の実施状況について総合評

価を行い、その結果を、内部質保証委員会を通じて学長に報告しなければならない。 

〇東北学院大学アセスメント・プラン（３つのレベルにおける学修成果の評価指標一覧） 

「東北学院大学『教学上の 3つの方針』に対する評価の方針（アセスメント・ポリシー）」に

基づき、以下の評価指標を用いて教学上の成果について測定・評価を行う。 

（大学院）

入学時 在学時 修了時・修了後

AP  CP、DP DP

大学全体レベル

各種入学試験結果 GPA分布状況
休学及び退学率

入学者の修了率、最終学年の在籍者の
修了率、標準修業年限以内における修
了率及び長期履修学生の計画履修年限
修了率
就職希望者における就職率及び進学率
修了時意識調査
卒業生アンケート調査（卒業後3年）
卒業生進路・就職先への学修成果調査

学位プログラムレ
ベル

各種入学試験結果 GPA分布状況
休学及び退学率
単位修得率
授業改善のための学生アンケート

入学者の修了率、最終学年の在籍者の
修了率、標準修業年限以内における修
了率及び長期履修学生の計画履修年限
修了率
就職希望者における就職率及び進学率
修了時意識調査
修了時の学修成果を確認する学位論文、
最終試験等

授業科目レベル

成績分布状況
単位修得率
授業改善のための学生アンケート

修了時の学修成果を確認する学位論文、
最終試験等

レベル

（学部）

入学時 在学時 卒業時・卒業後

AP  CP、DP DP

大学全体レベル

各種入学試験結果
アセスメントテスト（1年生）
新入生意識調査

GPA分布状況
アセスメントテスト（2、3年生）
学修行動と学生生活に関する実態調査
全国学生調査（2、4年生 ※文部科学省）

休学及び退学率

アセスメントテスト（4年生）
入学者の卒業率、最終学年の在籍者の
卒業率及び標準修業年限以内における
卒業率
就職希望者における就職率及び進学率
卒業時意識調査
卒業生アンケート調査（卒業後3年）
卒業生進路・就職先への学修成果調査

学位プログラムレ
ベル

各種入学試験結果
英語等プレイスメントテスト
入学前教育実施状況

GPA分布状況
休学及び退学率
単位修得率
学修行動と学生生活に関する実態調査
授業改善のための学生アンケート
e-ポートフォリオ

入学者の卒業率、最終学年の在籍者の
卒業率及び標準修業年限以内における
卒業率
就職希望者における就職率及び進学率
卒業時意識調査
卒業時の学修成果を確認する卒業論文、
卒業試験等

授業科目レベル

各種入学試験結果
入学前教育実施状況

成績分布状況
単位修得率
授業改善のための学生アンケート

卒業時の学修成果を確認する卒業論文、
卒業試験等

レベル
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〇全研究科共通の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

＜博士前期課程＞ 

東北学院大学大学院は、博士前期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数

以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文又はリサーチペーパー

の審査及び最終試験によって、次の学修成果を達成したと認められる者に、「修士」の学位を

授与する。 

１. 専攻分野の諸問題に関する多角的な視点及び基礎知識を有すること。 

２. 専攻分野に関する専門知識及びスキルを有し、専攻分野の諸問題について理論的、実証的に

分析できること。 

３. 専攻分野に関する研究課題について専門的な知見を有し、課題解決策を提案できること。 

４. 専攻分野に関する研究課題について、専門知識を活用して論文又はリサーチペーパーを作成

し、その思考方法と研究成果を公表できること。 

 

＜修士課程＞ 

東北学院大学大学院は、修士課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文又はリサーチペーパーの審査及

び最終試験によって、次の学修成果を達成したと認められる者に、「修士」の学位を授与する。 

１. 専攻分野の諸問題に関する多角的な視点及び基礎知識を有すること。 

２. 専攻分野に関する専門知識及びスキルを有し、専攻分野の諸問題について理論的、実証的に

分析できること。 

３. 専攻分野に関する研究課題について専門的な知見を有し、課題解決策を提案できること。 

４. 専攻分野に関する研究課題について、専門知識を活用して論文又はリサーチペーパーを作成

し、その思考方法と研究成果を公表できること。 

 

＜博士後期課程＞ 

東北学院大学大学院は、博士後期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した博士論文の審査及び最終試験によって、次

の学修成果を達成したと認められる者に、「博士」の学位を授与する。 

１. 専攻分野の諸問題に関する多角的な視点及び高度な知識を有すること。 

２. 専攻分野に関する高度な専門知識及びスキルを有し、専攻分野の諸問題について理論的、実

証的に分析できること。 

３. 専攻分野に関する研究課題について専門的な知見を有し、高度な課題解決策を提案できるこ

と。 

４. 専攻分野に関する研究課題について、高度な専門知識を活用して論文を作成し、その思考方

法と研究成果を公表できること。 
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〇全研究科共通の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

＜博士前期課程＞ 

東北学院大学大学院は、博士前期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成す

るため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１. 学修成果１及び２を達成することを主たる目的とする科目を置く。 

２. 学修成果３を達成することを主たる目的とする科目を置くとともに、必要な研究指導を行

う。 

３. 学修成果４を達成することを主たる目的として、口頭発表、学位論文又はリサーチペーパー

の執筆を通じて研究指導を行い、研究者として必要な能力を養う。 

 

＜修士課程＞ 

東北学院大学大学院は、修士課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するた

め、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１. 学修成果１及び２を達成することを主たる目的とする科目を置く。 

２. 学修成果３を達成することを主たる目的とする科目を置くとともに、必要な研究指導を行

う。 

３. 学修成果４を達成することを主たる目的として、口頭発表、学位論文又はリサーチペーパー

の執筆を通じて研究指導を行い、研究者として必要な能力を養う。 

 

＜博士後期課程＞ 

東北学院大学大学院は、博士後期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成す

るため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１. 学修成果１及び２を達成することを主たる目的とする科目を置く。 

２. 学修成果３を達成することを主たる目的とする科目を置くとともに、必要な研究指導を行

う。 

３. 学修成果４を達成することを主たる目的として、口頭発表、学位論文の執筆を通じて研究指

導を行い、研究者として必要な高度な能力を養う。 

〇全研究科共通の入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

＜博士前期課程＞ 

東北学院大学大学院は、次の点を確認することにより、博士前期課程への入学者を受け入れ

る。 

１. 本課程の学修に必要な専門分野に関する基礎知識及び明確な研究計画を有していること。 

２. 本課程の学修に必要な専門分野に関する専門知識及び研究遂行能力を修得しようとする意欲

を有すること。 

３. 専門分野に関する諸問題に関して、深く研究したいという姿勢を持っていること。 

 

＜修士課程＞ 

東北学院大学大学院は、次の点を確認することにより、修士課程への入学者を受け入れる。 

１. 本課程の学修に必要な専門分野に関する基礎知識及び明確な研究計画を有していること。 
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２. 本課程の学修に必要な専門分野に関する専門知識及び研究遂行能力を修得しようとする意欲

を有すること。 

３. 専門分野に関する諸問題に関して、深く研究したいという姿勢を持っていること。 

 

＜博士後期課程＞ 

東北学院大学大学院は、次の点を確認することにより、博士後期課程への入学者を受け入れ

る。 

１. 専門分野に関する明確な研究課題及び研究計画を有していること。 

２. 本課程の学修に必要な専門分野に関する高度な専門知識及び研究遂行能力を修得しようとす

る意欲を有すること。 

３. 専門分野に関する研究課題に関して、専門的で学術的価値のある知見を有し、さらに深く研

究したいという姿勢を持っていること。 

 

３．必修科目教育 

〇大学におけるキリスト教教育の基本方針 

＜理念・目的＞ 

本学は、福音主義キリスト教の信仰に基づいて、聖書とその説き明かしを中心とした日々の

大学礼拝と諸行事を実施し、必修科目のキリスト教学を軸に一般教育と研究活動を行う。それ

により、学生たちの人格の完成を目指し、文化の発展と福祉に貢献する人材を育成することを

目的として、キリスト教教育を実施する。 

＜基本方針＞ 

聖書は福音主義キリスト教の信仰の要諦であり、過去・現在・未来を貫いて、人間に生きる

指針と知恵を豊かに提供し、人格形成と社会貢献を促し、愛と平和の精神を培う。それゆえ

に、福音主義キリスト教の信仰を教育の礎とすることを謳う本学の建学の精神に則って、本学

は大学礼拝と１年次と３年次の必修の正課科目、「聖書を学ぶ」、「キリスト教の歴史と思

想」、「キリスト教学Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ」をとおして、聖書とキリスト教の教えを学生たちに十

分理解できるように説き明かし、有益なものとして教授することをキリスト教教育の基本方針

とする。 

＜教育目標＞ 

１. 聖書をよく読み、親しみ、内容を理解できるようになる。 

２. 聖書からよく生きようとする態度を身につける。 

３. キリスト教の様々な領域について学び、人生を豊かにする心を育てる。 

○大学における英語教育の基本方針 

＜理念・目的＞ 

本学は、学生の人格を完成し、人類の文化と福祉に貢献する人材を養成するという理念のも

とに、現代社会において知的活動を行うための不可欠の基盤となる英語運用能力とともに、も

のごとを広く多様な視点から認識し考える態度を養成することを目的に、共通英語教育を実施

する。 
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＜教育目標＞ 

① 現代社会において知的活動を行うための基本的技能となる英語運用能力を育てる。 

② 自文化を含む世界についての知識と理解を深め、ものごとを広く多様な視点から認識

し、考える態度を育てる。 

③ 人類の文化と福祉に貢献するための生き方について考え、貢献しようとする態度を育て

る。 

④ 専攻する学問分野における学びを支える英語運用能力及びその基礎となっている思考方

法や論理への関心を育てる。 

＜英語運用能力向上のための基本方針＞ 

① 「英語を読む、書く、聞く、話す」の４技能を総合的に向上させる。 

② 入学時の英語力に応じた教育を行い、すべての学生の英語力を向上させる。 

③ 組織的な教育を行うとともに教育成果の検証を通じて不断の改善を図る。 

 

 

４．学生支援 

○修学支援の基本方針 

１. すべての学生が大学及び学部学科の学位授与の方針を理解するとともに、自らの学修目的を

ふまえた適切な学修計画を立てそれを実施できるよう、入学時に組織的な修学指導を行うと

ともに、その後も定期的に修学支援を行う。 

２. 学生が自らの学修成果を客観的に把握し、大学による修学支援と適切に結びつけられるよ

う、学修成果の多面的かつ厳格な評価方法について不断の改善に努める。 

３. 学生の自主的な学修を促進するため、図書館、ラーニングコモンズ、学修支援室などの施設

とともに、eラーニングなどインターネットを利用した学習支援環境を整備する。 

４. 教育課程の編成及び実施もしくは授業外の教育プログラムを通じて、学生の能力に応じた補

習・補充教育、あるいは発展・展開教育を組織的に行う。 

５. 障がいのある学生、留学生など多様な学生、あるいは留年者、休学者、退学希望者など、特

別の修学支援が必要な学生に対しては、それぞれの事情に応じ、きめ細かい修学支援を組織

的に行う。 

○生活支援の基本方針 

本学は、学生が安心して学修に励み、充実した大学生活を過ごすことができるよう、奨学金

制度の充実や学生寮の整備、健全なアルバイトの紹介などの生活・経済上の支援を行うととも

に、犯罪やハラスメントなどの人権侵害、労働法規から逸脱した搾取的なアルバイト、悪徳商

法、反社会的な宗教団体や政治団体からの勧誘による被害など、日常生活で起こりうるさまざ

まな危険から学生を守るための取り組みを行う。 

○就職キャリア支援の基本方針 

１. 基本方針 
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本学は、キリスト教による人格教育を基礎として、低学年より大学院を含めた各学年に応

じたキャリア教育と進路支援を提供することにより、地域で信頼され幅広く社会に貢献でき

る人材を輩出することを就職キャリア支援の基本方針とする。 

２. 基本方針に基づく取り組み 

(１)学生の就職活動とキャリア形成を支援するため、的確な情報収集及び情報提供を行う。 

(２)学生のキャリア形成及び就職活動を支援するため、各種適性検査を実施する。 

(３)学生の職業観及び社会的自立を支援するため、インターンシップ・就業体験の情報提供

を実施する。 

(４)公務員を目指す学生を支援するため、説明会及び対策講座を実施する。 

(５)就職活動に関する保護者の理解を深めるため、保護者のための就職懇談会を実施する。 

(６)学生の就職活動を支援するため、きめ細かい個別支援及びガイダンス、仕事研究セミナ

ーや対策講座などを実施する。 

(７)留学生の就職活動を支援するため、留学生採用企業の情報収集及び提供を行う。 

(８)障がいをもつ学生の就職活動を支援するため、必要な情報提供及び個別支援を行う。 

○課外活動支援の基本方針 

大学における教育の成果は学業だけでなく課外活動によってももたらされるものであり、そ

の教育的価値は非常に大きい。大学生活の充実には、学修や研究と同時に円満な人格の形成と

責任と規律を重んずる社会訓練のため課外活動に積極的に参加することが必要である。したが

って、本学では課外活動を通して個性と才能を伸ばすことができるよう助言し、支援する。 

○障がい者支援の基本方針 

１. 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」及び本学の諸規

程を遵守し、本学のすべての学生が、障がいの有無によって分け隔てられることなく相互に

人格と個性を尊重しあいながら修学できるよう、環境整備に努める。 

２. 障がいのある学生及び保護者が修学支援を希望し、支障となっている事情が確認された場合

は、当該学生の所属学部、学科及び学内関係部署が連携して、支援に努める。 

３. 上記のような環境整備と支援について、本学の学生及び教職員の理解を深めるための啓発に

努める。 

○ボランティア活動の基本方針 

１. 基本方針 

東北学院大学は、建学の精神に基づき、ボランティア活動を通じた地域社会に対する貢献

を進めることにより、学生の学びと成長を促す。 

２. 基本方針に基づく取り組み 

(１)ボランティア活動に関する幅広い情報の収集 

(２)地域社会との協働によるボランティアニーズの発掘 

(３)学生及び教職員に向けた、ボランティア活動に関する公平な、教育の提供、情報の提

供、参加機会の提供、相談機会の提供 

(４)学生及び教職員に向けた、ボランティア教育プログラムの開発と実施 

(５)学生の自主性を重んじたボランティア活動グループの立ち上げの支援 
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(６)ボランティア活動に関する他大学や併設校との連携協力活動 

(７)自然災害に係るボランティア活動に必要となる体制の整備 

(８)その他、本学のボランティア活動促進に資する各種取り組みの実施 

○ハラスメントに関する基本方針 

本学は、キリスト教による人格教育を建学の精神として教育を行う機関であり、個人の自立

と尊厳及び基本的人権擁護の見地から、個人の人格や尊厳を侵害し、良好な教育環境や職場環

境の形成を阻害するハラスメントを、看過することのできない重大な行為であると考え、かか

る行為を未然に防止する。また、発生したハラスメントに対して厳正かつ公正な姿勢で対処

し、被害者に対する適切な救済を与える。 

○スポーツ活動支援の基本方針 

スポーツを通して、心身を練磨しながら社会で貢献できる学生を育てるため、スポーツ活動

を行う課外活動団体の支援体制を強化するとともに、全学的なスポーツ支援を推進する。 

○退学者対策の基本方針 

（学生部） 

１．学業や対人関係、就職活動などに関する学生の様々な悩みや不安及びそれによって生じ

る精神的不調に対応し、悩みを抱え込み退学に至ることを防ぐための相談体制を整え、

学生支援に努める。 

２．長期欠席者の調査を行い、各学科と協力しながら個人面談等の修学指導を実施し、退学

防止に努める。 

３．奨学金や授業料減免などの制度を設け、窓口において面談指導等を行いながら、経済的

に困窮する学生の退学防止に努める。 

（学務部） 

学修指導の観点から、各学部学科は、ＧＰＡに基づく学修指導の計画を策定し、学生への

学修指導を行うものとする。 

学期ＧＰＡが学科におけるＧＰＡ分布の下位 25％に含まれ、かつ 2.0未満の学生には特別

の学修指導を行い、適切な学修指導の下で退学防止に努める。また、その後の学修支援のあ

り方を議論すべく、休退学者対策委員会のもとに学修指導の結果を報告する。なお、年間Ｇ

ＰＡが 1.0未満の学生には退学を勧告することもできる。 

〇東北学院大学学生活動指導方針 

１. 学生の課外活動は教育基本法及び学校教育法に示される教育目的並びに本学の教育方針に鑑

み、助言・指導を行う。 

２. いったん認められた学生活動であっても、営造物管理の立場から不都合と認められる場合、

または研究討議の域を逸脱して学内の秩序を乱すおそれのある場合は活動を停止する。 

３. 学生活動の指導では、民主的かつ公正な手続を守りながら、教職員と学生間の人格的なふれ

合いを重んずべきである。 
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〇グループ主任に関する基本方針 

建学の精神に基づく学修及び学生生活に関する必要な指導と助言を与えるために、グループ

主任制度を設ける。グループ主任は、１．新入生の受け入れ、２．学修に関する指導･助言、

３．学生相談の一次窓口を担う。 

 

 

５．教員組織 

○教員組織の編制方針 

１. 東北学院建学の精神に基づく本学の教育理念・目的を達成するため、大学設置基準を基礎に

した本学独自の教員基準値を設定し、教育研究上、適正かつ十分な教員数を確保する。 

２. 教員の募集、採用、昇任等については、諸規程に基づき、教育研究水準の維持向上及び活性

化を図るために、人格、教育研究指導上の能力、教育業績、研究業績、学会及び社会におけ

る活動実績、年齢構成及び男女の機会均等に配慮し、公正かつ適正に行う。 

３. 教員組織を編制する際には、職位にふさわしい適切な役割分担の下で、組織的な連携推進体

制を構築・確保する。 

○教育活動の基本方針 

本学の教員は、東北学院建学の精神及び本学の教育理念・目的に基づき、以下の点に努め

る。 

１. 学生の人格、個性を尊重し、学生一人ひとりに親身になって向き合う。 

２. 学生が「よく生きる」ことを励まし、自らもその意味を探究する。 

３. 学生の自ら学ぶ力、人間的に成長する力を育てる。 

４. 学生に何をどう教えるかについて不断の改善を進める。 

５. 研究活動を怠らず、その成果を学生の教育に活かす。 

○教員採用の基本方針 

東北学院大学は、教員採用にあたって、次の各号を重視した選考を行う。 

１. 東北学院建学の精神を深く理解し、それに基づく諸活動・行事に積極的に参加する意志を

もつこと。 

２. 本学及び所属学部の教育理念・目的を深く理解し、それに基づく諸活動・行事に積極的に

参加する意志をもつこと。 

３. 本学及び所属学部・教養教育センターの教員組織の一員となるにふさわしい、優れた人間

的資質をもつこと。 

４. 本学及び所属学部・教養教育センターの教育活動（授業以外の教育活動を含む。）を積極

的に担うための意欲・能力・資質をもつこと。 

５. 本学及び所属学部・教養教育センターの研究活動（個人的研究以外の研究活動を含む。）

を積極的に担うための意欲・能力・資質をもつこと。 

６. 本学大学院で研究教育指導を担当できること、もしくは将来担当できることが十分に期待

できること。 
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７. 本学及び所属学部・教養教育センターの管理運営を積極的に担うための意欲・能力・資質

をもつこと。 

８. 所属学部・教養教育センター教員の性別・年齢別構成にかんがみ、その偏りの改善に資す

ること。 

〇東北学院大学教育職員に求める基本姿勢 

１. 東北学院の建学の精神と東北学院大学の教学上の３つの方針を理解していること 

２. 学生、教職員から信頼される高い教養と学識を備えていること 

３. 教育者として、教育の質の保証に努め、学習意欲を高めるための教育力の向上に積極的なこ

と 

４. 研究者として、専門領域における学問探求に積極的に取り組み、研究を通じて社会への還元

を行っていくこと 

５. 地域社会と大学との連携の重要性を理解し、地域社会の発展に貢献していくこと 

６. 現代学生気質を理解したうえで,学生の豊かな学びを適切に導くための資質を備えているこ

と 

７. 組織運営に必要なマネジメント能力と指導力を身につけていること 

〇ＦＤに関する基本方針 

本学は、基本方針に掲げる教員組織の編成方針及び教育活動の基本方針に従い、本学教員の

人材を育成し、その能力向上に資することを主眼とする。 

「ファカルティー・ディベロップメント（ＦＤ）」とは、本学の教育職員を対象とした教育

方法の改善を図るための組織的な研修及び研究の諸活動とする。 

その目的は、各学部、教養教育センター、各研究科及び各教員の教育活動の質向上を支援

し、かつ、新任教員を対象とする本学の３つのポリシー（「学位授与の方針」、「教育課程編

成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」）に関する研修の企画及び実施に当たること

により、教育方法の改善を図ることとする。 

なお、各学部、各学科、教養教育センター及び各研究科はそれぞれの実情に応じて不断にＦ

Ｄに取り組むものとする。 

〇東北学院大学教員資格審査規程 

１. １件の申請に対し、東北学院大学教員資格審査委員会（以下「委員会」という。）が選任す

る２名以上の専門委員（本学教授であって委員会の構成員以外のもの。以下「専門委員」と

いう。）による審査を行うこと。 

２. 専門委員は、申請された職について、本学における教育を担当するにふさわしい教育上の能

力の有無及び規程が定める資格要件充足の可否を審査すること。 

３. １件の申請に対し、専門委員の審査結果が一致していること。 

４. 委員会は、専門委員の報告に基づき、資格の可否を決定すること。 
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５. 審査対象とする研究業績及び教育業績その他関連する事項については、東北学院大学教員資

格審査の業績審査に関する内規を遵守すること。 

〇教員評価の基本方針 

本学の教育理念・目的の実現を目指し、本学が掲げた教育目標を達成することを目的として、

本学の教員を評価するための方針を示す。この方針は、本学の各教員による教育・研究活動、大

学における社会活動及び学内の管理運営に関する自己点検・評価結果、並びに「授業改善のため

の学生アンケート」の評価をもとにした教員評価を行うことにより、教員それぞれが大学の諸活

動に関する改善及び質の向上を図ることを具体的な目的とする。 

 

本学は、本学の教員が行う諸活動に関して、以下の観点により評価を行う。 

・「教員業務・活動報告」への教育・研究活動の記載状況とその内容 

Ⅰ．教育活動 

Ⅱ．研究活動 

Ⅲ．学内外の競争的資金の獲得 

Ⅳ．学会等及び社会における主な活動 

Ⅴ．芸術分野や体育実技等における主な活動 

Ⅵ．学内における管理運営に関する諸活動 

・授業改善のための学生アンケートの総合評価 

 

教員は、「教員業務・活動報告」の作成や「授業改善のための学生アンケート」結果を通じて

自己の活動状況を点検・評価し、大学の諸活動に関する改善及び質の向上に務める。また、「東

北学院大学教育功績等表彰規程」に基づき、優れた教育功績のあった教員を選定し、顕彰する。 

 

６．研究 

○研究の基本方針 

本学は、東北学院建学の精神及び本学の教育理念・目的に基づき、以下の基本方針により研

究活動を行う。 

１. 世界文化の創造と人類の福祉への貢献を目的とし、それに反する研究は行わない。 

２. 「知（地）の拠点」としての大学の役割を果たし、地域社会や行政との連携を図る。 

３. 学問的良心と科学的合理性に基づいた公正な研究及び研究成果の発表を行う。 

４. 研究費の使用にあたっては、適切かつ透明性の高い手続きを経る。 

５. 研究成果や知的財産を積極的に社会に還元する。 
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〇研究活動上の不正行為防止に関する基本方針 

この方針は、研究活動における不正行為の防止及び競争的資金に係る研究活動における不正

行為対応ガイドラインを受けて、東北学院大学において、これまで実施してきた研究活動の遂

行における不正行為防止活動をさらに推進する観点から基本的な事項を定めるものとする。 

１. 学長のリーダーシップの下で、「研究活動上の不正行為防止への対応マニュアル」（以下

「対応マニュアル」という。）を策定し、管理・運営に関わる者の責任と権限の体系を明確

化する。 

２. 「対応マニュアル」に基づき、学内の研究活動における研究者倫理の向上を目指す研究倫理

教育の実施及び不正使用防止に係るコンプライアンス教育の実施により、研究活動上の不正

行為防止の意識改革を進め、未然に防止する研究環境を構築する。 

３. 「対応マニュアル」に基づき、競争的資金等の適正な管理の重要性と不正使用防止に取り組

む姿勢の周知・徹底を図る。 

４. 研究活動の促進、業務の効率化促進、適正かつ厳正な競争的資金等の管理・運営により調和

の取れた教育・研究体制を構築する。 

５. Ｗebの活用等により研究活動上の不正行為防止に係る社会への説明責任を果たす。 

○教育研究環境の整備に関する基本方針 

本学は、教育理念・目的を実現するために、以下のように教育研究環境整備の基本方針を定

める。 

１. 学生が十分に学修に専念し、高度な学術研究を推進するために適切で十分な施設・設備を整

備する。 

２. 高等教育、学術研究を支える学術情報基盤として適切な規模の図書館を配備し、質・量とも

に十分な水準の学術情報資料を系統的に集積し、その効果的な利用を促進する。 

３. 研究機関としての研究所及び教育・学生支援・地域連携のためのセンター等を配備し、教育

研究活動の活性化を支援する環境を整備する。 

４. SA及び TA等のスタッフを適切に配置し、学生の学修及び教員の教育研究活動を支援する環

境を整備する。 

５. 教員研究費・研究室・研究時間の確保に努め、研究倫理を定めるなど、教員の教育研究活動

の活性化を支援する環境を整備する。 

○教育研究組織編制に関する基本方針 

建学の精神である福音主義キリスト教を基盤として、豊かな人格と教養を培い、社会に貢献

し、激動の現代において問題を発見・解決できる人材を育てる総合大学を実現するために、現

代に即応できる新しい研究科・学部等を構想・設置する。 

教員の研究及び調査を支援し、その成果を広く社会に還元することを目的として研究所を置

く。 
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７．社会連携・貢献 

○社会連携・貢献に関する基本方針 

１. 基本方針 

東北学院大学は、建学の精神に基づき、教育、研究に並んで地域社会との連携による地域貢

献活動を重要な使命の一つとして位置付けている。 

この使命を実現するために、地域社会の理解と信頼を得られるように十分な説明責任を果た

しつつ、地域社会が抱える諸課題の解決に寄与すべく、全学を挙げて以下の取り組みを積極的

に推進する。 

２. 基本方針に基づく取り組み 

(１)知の還元 

多様な学術分野の教育研究成果を広く地域社会に還元し、地域社会の発展に向けた取り組

みを推進する。 

(２)人材育成 

地域と連携した活動を教育に積極的に取り入れ、地域社会に貢献できる人材を育成する。 

(３)連携・協働 

地元自治体・企業・団体・個人との持続的な連携・協働を推進し、地域が抱える諸課題を

共に解決し、地域社会の活性化に貢献する。 

(４)体制整備 

学生と教職員によるこれら社会貢献に関する活動を啓発、支援するための体制を整備す

る。 

 

 

８．国際化 

○国際化の基本方針 

１. 基本方針 

国際化を推進することにより、開かれた活力ある国際的な雰囲気を有する大学環境を形成

し、グローバル社会に通用する人材を育成するとともに、大学の教育研究活動においても国

際的な通用性・共通性の向上および国際競争力の強化を促進する。それにより、大学の存在

感を国内外において拡大させる。 

２. 基本方針に基づく取り組み 

(１)外国の教育機関との相互連携を増強し、国際交流協定校の増加および国・地域の多様化を

推進することにより、受入れ留学生の増加と海外留学の促進を図る。 

(２)国内外の国際交流組織や国際交流フェアに積極的に参加し、ホームページやパンフレット

などを利用して大学の国際交流情報を積極的に対外へ発信し、国内外における大学の存在

感の増大を目指す。 

(３)海外留学支援を強化するために、海外留学プログラムの増加や、奨学金制度の拡充、学生

の言語力の向上などの対策を積極的に検討し、実施する。 
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(４)留学生の受入れ体制を強化するために、留学生宿舎の拡充や、留学生に対する生活面のサ

ポートおよび学習・就職上のサービスの多様化・充実化を図る。 

(５)本学学生の実態に適する多様な留学形態を設計し、新たな留学機会を創出してグローバル

な学びの機会を維持する。 

(６)オンキャンパス型の国際交流イベントや語学ラウンジなどを実施し、留学生と日本人学生

あるいは留学生間の交流を活発にして、開かれた国際的な雰囲気を有する大学環境を形成

し、学生の他文化に対する理解によるグローバル思考の形成と言語力の向上により、グロ

ーバル社会で活躍することへの興味関心を醸成する。 

 

 

９．組織運営に関する基本方針 

○教職員の倫理 

本学の教職員は、福音主義キリスト教の信仰に基づく「個人の尊厳の重視と人格の完成」と

いう東北学院建学の精神及び一般の教育、研究活動とともに宗教教育を行うという教育の基本

方針を深く理解し、社会的に適切と評価される教育事業を安定的に持続させ、かつ、誠実に説

明責任を果たすという経営理念を実現するために最大限の努力をしなければならない。また、

本学の教職員としての誇りを持ち、その使命を自覚して、法令及び本院の諸規程等を厳正に遵

守するとともに、社会から疑惑や批判を受け、社会から不信を招くような行為をしてはならな

い。 

○管理運営の基本方針 

本学は、東北学院建学の精神に基づく教育理念・目的を実現するため、以下のように管理運

営方針を定める。 

１. 学長のリーダーシップのもと、意思決定プロセスを継続的に見直し、ガバナンス改革を推

進する。 

２. 学長ガバナンスを適切に機能させ、私立大学の直面する諸課題を把握して教学改革を推進

する。 

３. 諸部署に課題を投げかけ提案を受けて、これを改革に活かしていく。 

４. 教育研究を円滑に実施するために、迅速で公正な業務プロセスを整備する。 

５. 学校法人東北学院理事会との意思疎通に努め、情報を共有して、財政的にも十分配慮しつ

つ、必要な施策を迅速に実現させる。 

６. 教育研究を支える財務基盤を強固にするため、コスト意識を持ち、戦略的な予算編成を行

い、効率的に予算管理・執行を行う。 

○危機管理の基本方針 

平常時にあっては、全教職員が常に危機意識を持って危機の回避及び迅速な対応を心がけ、

危機発生時にあっては、人命の安全確保を最優先し、被害の抑制、軽減及び二次災害の防止に

努め、速やかに業務の再開及び原状回復を図る。 
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○情報管理・セキュリティポリシー（法人）に関する基本方針 

福音主義キリスト教による人格教育を行う教育機関として、学生、生徒及び園児の個人情報

をはじめとする大量の情報を適切に管理・運用する責務の実現のため「学校法人東北学院情報

セキュリティポリシー（以下、ポリシー）」を制定し、ポリシーに基づき定めた「学校法人東

北学院情報システムセキュリティ基本規程」において、本院における情報システムの運用及び

管理について必要な事項を定め、もって本院の保有する情報の保護と活用及び適切な情報セキ

ュリティ対策を図る。 

また、このポリシーは、本院並びに本院が設置する各学校の教育・研究及び運営に係る情報

に適用されるとともに、本院の情報を利用する全ての者は、このポリシー及びこのポリシーに

基づいて定められる基本規程等を遵守しなければならない。 

 

＜参考＞ 

■情報セキュリティへの取り組み 

園児、生徒、学生、また、その保証人や保護者、卒業生等から預けられた個人情報や学校の機密

情報は学校法人東北学院(以下本院)にとって重要な情報資産です。 

本院では情報セキュリティ委員会のもと『学校法人東北学院情報セキュリティポリシー（情報セ

キュリティ基本方針）』を制定し、情報システムの運用及び管理について必要な事項を定め、もっ

て本院の保有する情報の保護と活用及び適切な情報セキュリティ対策を実施しております。 

 

■「学校法人東北学院情報セキュリティ基本方針」 

学校法人東北学院（以下「本院」という。）は、福音主義キリスト教による人格教育を行う教育

機関として、学生、生徒及び園児の個人情報をはじめとする大量の情報を適切に管理・運用する責

務を有しております。 

本院並びに本院が設置する各学校の教育・研究及び運営に係る情報に適用されます。 

具体的に、「実効性の確保」「継続性の確保」「構成員全員の協力」を取組姿勢とし、情報が漏

洩、改鼠、破壊又は不正に流用されることがないよう、以下の基本方針に基づく情報セキュリティ

ポリシーを策定し、本法人の全ての構成員が、情報の保護に対する意識を高め、責任と自覚を持っ

て取扱うことができるよう周知徹底を図ります。 

 

■情報セキュリティポリシーの策定 

基本方針の下、遵守すべき事項及びその義務と責任を規定し、分野別に具体的な基準や手順を策

定し運用いたします。 

 

■情報の範囲 

本院が保有するあらゆる媒体（電子的媒体、磁気的媒体、光学的媒体、紙媒体など）に記録され

た情報及び情報を管理する仕組みの総称を情報資産をはじめとした、本院並びに本院が設置する各

学校の教育・研究及び運営に係る情報に適用（範囲）とします（学校法人東北学院情報セキュリテ

ィポリシー第 2 条、第 3 条） 

 

■対象者及び遵守義務 

本法人の役員及び本法人に勤務する者等(専任又は非常勤の教職員のほか、外部機関などから受け

入れている研究員等及び企業などから派遣されている者等を含む。)に加え、本法人が設置する学校

(以下「設置学校」という。)の学生、生徒、児童及び園児、その保証人又は保護者等並びに校友(設

置学校の卒業生等)など、本法人の情報を利用する全ての者が対象者であり、対象者は情報セキュリ

ティポリシーを遵守する義務を負います。 

 

■管理体制の確立 

情報セキュリティを管理するための体制として、「情報統轄責任者（常任理事（総務担当））」

を責任者とし、理事会の下、「情報セキュリティ委員会」を設置、「情報システムセキュリティ統

轄責任者（副学長（総務担当））」、「情報システムセキュリティ対応責任者（情報システム部

長）」の他、設置学校及び事務組織の各部門に「部局責任者」を置きます。 

部局責任者は、所管する組織又は分野の指揮監督を行い、その責任と義務を果たします。 

 

■教育・啓発 

日常的な教育又は啓発により対象者に遵守事項の周知徹底を図り、事故の抑止に努めます。 
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■情報資産のリスク分析評価 

各校・各部毎の情報資産の洗出（情報資産台帳の整備）に加え、各情報資産毎のリスク分析評価

といった自己点検及び内部監査等で定期的に評価し、必要に応じて改善策を講じることで、常に一

定以上のセキュリティレベルを維持します。 

 

■事故・事象（インシデント）発生時の対応 

万が一、情報セキュリティに係る事故・事象（インシデント）が発生した場合には、速やかに状

況を把握し、適切な対応により事態の収束を図るとともに、業務の停滞を最小限に抑えるよう、情

報資産セキュリティ委員会のもと、「学校法人東北学院情報セキュリティインシデント対応チーム

（CSIRT）」を設置し、学校法人東北学院危機管理委員会とも連携し、情報セキュリティに係る事

故・事象（インシデント）の発生時から解決までの一連の処理を担当いたします。 

〇東北学院大学デジタルトランスフォーメーションの推進に関する基本方針 

東北学院大学は、以下の取り組みを通じて、学修者本位の教育の実現、学びの質の向上等を

実現し、社会に新たな価値を創造することを目指して、教学に係るデジタルトランスフォーメ

ーションを推進する。 

(１)Society5.0に向けた人材育成のため、情報リテラシー教育を全学的に展開するととも

に、数理・データサイエンス・AIに関する基礎的能力の向上を図る。 

(２)情報セキュリティを堅持しつつ、デジタル技術を積極的に取り入れ、教育リソースの共

有化及び有効活用の促進を図る。 

(３)学生の学修成果を可視化するため、教学情報の収集、分析及び活用を迅速に推し進め

る。 

(４)教学情報のデジタル化を推進し、学修環境、教育手法及び教学を支える管理運営体制の

変革を行う。 

※ 「教育リソース」とは、教育機関における物的資源（教育に有用な具体的教材、講義用

資料や動画等に加え、教育に係る教学系組織が管理する教育支援室、実習室やセンタ

ー、図書館等の設備、さらに教育に係る情報を取り扱う情報システムなどを含む）、人

的資源（教員や教育支援に関わる職員および教育に係る会議・委員会など）、及び財政

的資源（学生一人あたりに換算した大学の収入や、教員一人あたりの競争的資金獲得数

など）をいう。 

※ 「教学情報」とは、学生の履修・学修に関する行動および成果・成績・調査等を含め、

学生及び教職員の教育に係る様々な情報（カリキュラム、教員組織、教育手法・手段

等）を指し、教育に関連した情報全般をいう。 

○東北学院大学における教育・学習データの管理に関する基本方針 

１．基本的な考え方 

 東北学院大学（以下「本学」という。）は、教育・学習活動において情報システム等に蓄積さ

れた個人情報を含むデータ、すなわち、教務、授業設計、成績、アンケート調査、記述情報、課

題情報、教材への接触情報、教育・学修関連システムへのアクセス情報、教育環境及び健康・生

体情報等（以下「教育・学習データ」という。）を保護するための方策を講じる。 

 本学情報セキュリティポリシーに基づき、教育・学習データの影響度や重要度に応じて複数の

セキュリティ対策を施すことで、漏えい防止に務める。 
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 また、外部からのサイバー攻撃や内部不正に対して、技術的、人的及び組織的な対策を講じ、

データ主体である学生及び教職員の権利や利益を損なわないよう努める。 

２．データを保護するための対策 

（技術的対策） 

 情報漏えいが起こる原因は、サイバー攻撃（外的要因）と不正持ち出し（内的要因）に大別さ

れる。本学では、これらの脅威に対して以下の技術的対策を講じる。 

• サイバー攻撃による被害を防止するため、本学の情報システムに対してセキュリティ対策

を行う。また学内外から監視を行い、早期検知と迅速な対応に努める。 

• 不正持ち出しを防止するため、教育・学習データを保存する各情報システムに利用者認証

機能を設け、当該データにアクセスできる者を制限する。 

（人的対策） 

 セキュリティ対策をより強固なものとするには、技術的対策に加えて人に対する対策も必要と

なる。本学では、この課題に対して以下の人的対策を講じる。 

• データ主体に対して、個人情報の保護に関する法律などの関係法令、学校法人東北学院・

東北学院大学の個人情報の取扱いに関する規程、情報セキュリティに関する規程などの関

連規則の周知および情報漏えい防止に必要な知識を修得・維持するための教育・啓発等を

必要に応じて実施する。 

（組織的対策） 

 技術的対策及び人的対策を確実に実施するため、本学におけるセキュリティ維持のための組織

体制を整備する。 

• 情報セキュリティインシデントの発生時に迅速かつ円滑な対応を図るため、学校法人東北

学院情報セキュリティインシデント対応チーム（ＣＳＩＲＴ）を置き、情報セキュリティ

インシデントの認知時における報告・対処等に対応する。 

• 各部局における情報システムの管理・運用に関する業務を所掌させるため、情報システム

部局責任者（以下「部局責任者」という。）を置き、学校法人東北学院情報セキュリティ

委員会ならびに関連委員会（学校法人東北学院事務情報システム管理運営委員会、学校法

人東北学院総合ネットワーク管理委員会等）が部局責任者をサポートし、施策の実施状況

や有効性の確認、改善を支援する。 

○広報戦略に関する基本方針 

建学の精神（キリスト教による人格教育）を明確に示すスクールモットー「LIFE LIGHT 

LOVE」のもと、大学の強み・特色を積極的に発信し、ブランド力を高める。 

１．迅速かつ正確で分かりやすい情報発信 

２．多様な広報手段の活用 

３．広報意識の醸成 

４．危機管理の対応 

５．広報効果の検証 
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○学校法人東北学院個人情報保護に関する基本方針 

１．法令等の遵守 

学校法人東北学院（以下「本院」といいます。）は、「個人情報の保護に関する法律」

（平成 15年法律第 57 号。以下「法律」といいます。）その他関係法令を遵守します。 

２．規程と管理体制の整備 

本院は、法律その他関係法令に基づき「学校法人東北学院個人情報保護規程」（以下「規

程」といいます。）を定め、個人情報の適切な取扱い及び管理体制の徹底に努めます。 

３．個人情報の取得・利用・提供 

本院は、教育、研究、社会貢献等の業務を遂行するため、規程に基づき利用目的をできる

限り特定して個人情報を公正かつ適正に取得し、特定した利用目的の達成に必要な範囲内に

おいて適正に利用します。また、取得した個人情報は、法令に定める場合を除き、あらかじ

め本人の同意を得ずに第三者に提供することはありません。 

４．安全対策の実施 

本院は、個人情報の正確性及び安全性を確保するため、規程に基づき情報セキュリティ対

策をはじめとする安全対策を実施し、個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、

改ざん、漏えい等の防止に関する措置を適切に実施します。 

５．権利の尊重 

本院は、個人情報に関する個人の権利を尊重し、個人情報に関する開示、訂正、削除、利

用停止等を本人から求められたとき、又はその利用若しくは提供を本人から拒否されたとき

は、法律その他関係法令及び規程に基づき、適切に対応します。 

６．委託先の指導及び管理 

本院は、個人情報の取扱いを含む業務を外部に委託する場合は、規程に基づき当該委託先

における個人情報の適正な取扱いについて適切な指導及び管理を行います。 

○特定個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針 

学校法人東北学院は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律」（「マイナンバー法」）に基づく特定個人情報及び個人番号（「特定個人情報等」）

の適正な取扱いの確保について組織として取り組むため本基本方針を定める。 

１ 事業者の名称 

学校法人東北学院 

２ 関係法令・ガイドライン等の遵守 

学校法人東北学院は、マイナンバー法、「個人情報の保護に関する法律」及び「特定個人情

報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」を遵守して、特定個人情報等の適正な

取扱いを行う。 

３ 安全管理措置に関する事項 

学校法人東北学院は、特定個人情報等の安全管理措置に関して、「学校法人東北学院特定個

人情報等取扱規程」を定め、個人番号及び特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止など適

切な管理のために必要な措置を講じる。 

４ ご質問等の窓口 

学校法人東北学院における特定個人情報等の取扱いに関するご質問及び苦情に関しては、下

記の窓口にご連絡ください。 
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担当部署：人事部人事課 

電話番号：022-264-6447 

メールアドレス：jinji@mail.tohoku-gakuin.ac.jp 

○事務組織・職員人事政策の基本方針 

「TG Grand Vision 150」及び「職員人事制度」に基づき次のとおり定める。 

・ キャンパス再編に従い、機能的且つ効率的な事務組織の構築・運営を推進する。 

・ 職員の配置についてもフレキシブルに対応できる組織の構築を推進する。 

・ 教育職員については、「東北学院大学教育職員に求める基本姿勢」を基本とする。 

・ 事務職員については、「学校法人東北学院事務職員に求める基本姿勢」を基本とする。 

・ 教育職員・事務職員の職域を超えた職員の能力開発・資質向上に向けた施策を推進する。 

・ 戦略的政策立案型職員育成を継続的に推進する。 

・ 業務の外部委託化を推進し、専任職員・非専任職員の業務の明確化、効率化を図る。 

○学校法人東北学院事務職員に求める基本姿勢 

(１)東北学院の建学の精神と教育機関としての使命を理解していること 

(２)東北学院の全体像を把握し、東北学院の将来について総合的に判断できる能力を備えてい

ること 

(３)学生・生徒、教職員から信頼される見識と人格を備えていること 

(４)社会の一員として良好なコミュニケーション能力を身につけていること 

(５)現状に満足することなく、解決すべき課題を正しく認識し、よりよい政策形成が 

できる力量を備えていること 

(６)業務の高度化・複雑化に対応しうる専門性の高い知識の獲得に積極的なこと 

(７)組織運営に必要なマネジメント能力と指導力を身につけていること 

○SDに関する基本方針（教育職員を含む） 

本学は、東北学院建学の精神及び本学の教育理念・目的に基づき、教育研究活動等の適切か

つ効果的な運営を図るため、教員・職員を対象として、スタッフ・ディベロップメントを実施

する。全教職員に向けた研修（ファカルティ・ディベロップメントを除く）の機会を設け、教

職協働に基づく研修テーマの設定により、必要な知識及び技能を習得させ、その能力及び資質

を向上させるなど、必要な取組を行う。 

○女性活躍についての基本方針 

学校法人東北学院は、国の定める「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成

28年 4月 1日施行）に従い、基本方針を次のとおり定める。 

・女性の積極的な採用及び登用・評価に関する取組の推進。 

・配置・育成・教育訓練に関する取組の推進。 

・女性の継続就業に関する取組の推進及び雇用形態や職種に関する取組の推進。 

・女性の再雇用や中途採用に関する取組の推進。 

・性別役割分担の見直し等職場風土改革に関する取組の推進。 
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10．点検・評価に関する基本方針 

○東北学院大学内部質保証に関する基本方針 

大学の社会的役割である教育、研究及び社会貢献に関わる諸活動の質が、社会的期待及び本

学の目的・目標からみて一定水準に達していることを自らの責任で証明・説明していかなけれ

ばならない。本学は、次に掲げる基本方針をもって、この「内部質保証」の責任を果たす。 

１．内部質保証の本質は、自己点検・評価の実質化である。 

本学を構成する各組織及び各個人が、自らの活動を不断に点検評価し、それに基づいて絶

え間なく改善を行うという、いわゆるＰＤＣＡサイクルを機能させることが内部質保証の本

質である。 

２．内部質保証は、システム化されなければならない。 

本学は、内部質保証に関するこの基本方針のもとに、規程によって内部質保証に関する手

続きを整備する。特に、内部質保証を統括する組織の責任と権限を明確にすること及び点

検・評価を改善に結び付ける仕組みを作ることは不可欠である。 

３．内部質保証の中核となるのは、教育の質保証である。 

大学の質保証の対象には、教育、研究及び社会貢献に関わる全ての活動並びにそれを支え

る管理運営及び財務基盤に関わることが含まれるが、大学一般においても本学においても、

最も重要なものは教育に関する質保証である。したがって、本学の内部質保証システムにお

いても、その中核は、教育改善のための仕組み作りである。 

４．教育の内部質保証は、３つのレベルで行われなければならない。 

教育の内部質保証のためには、大学全体、カリキュラムなど教育プログラム、そして授業

の３つのレベルで行われなければならない。それぞれは担い手が異なるだけでなく、保証す

べき質の在り方、そして点検・評価の観点が異なるからである。 

５．教育の内部質保証では、教育成果が重視されなければならない。 

教育の質保証の対象には、「目的・目標」、「方法・手段」、「結果・成果」の３要素が

含まれるが、今日の大学教育に特に強く求められているのは「ラーニングアウトカムズ（学

習成果）」の質保証である。したがって、本学の内部質保証システムにおいても、教育成果

を保証・改善するための仕組み作りが重要な課題となる。 

６．内部質保証システムは、外部に開かれていなければならない。 

内部質保証システムは、認証評価などの外部評価の対象となるだけでなく、検証過程に学

外者の参画を求めるなどシステム内部に外部の意見が反映されるものでなければならない。

したがって、本学の内部質保証に関する情報は、学内構成員にはもちろん、本学のステーク

ホルダーをはじめ広く社会に発信されなければならない。 

○点検・評価に関する基本方針 

大学の社会的役割である教育、研究、社会連携・貢献及び大学運営の質が、社会的期待及び

本学の目的・目標からみて一定水準に達していることを自らの責任で検証をしていかなければ

ならない。そのため、本学では毎年度点検・評価を実施し、３年ごとに点検・評価報告書を作

成する。 
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また、本学では第三者評価（①大学基準協会、②外部評価委員会、③教学に関する懇話会、

④西南学院大学との相互評価）を定期的に行い、本学の諸活動に対し説明責任を果たす。 

○東北学院大学外部評価に関する基本方針 

１． 基本方針 

本学で実施した自己点検・評価及び内部質保証に関連する事項等について、第三者の立場

からそれらの客観性及び妥当性に対して評価を受け、さらに本学の教育・研究水準の向上及

び組織の活性化に資する提言を受けることにより、不断の教学改革の実施に役立てる。 

２． 外部評価委員と評価テーマ 

・ 外部評価委員は、大学等の教育機関の教員、経済界の関係者、本学の所在する地域の関係

者、本学に在職した経験を有する者、本学の学部を卒業した者又は大学院を修了した者、

その他大学に関して広くかつ高い見識を有する者から選出し、一期３年で委嘱する。 

・ 委員長は大学等の教育機関の教員から選出する。 

・ 評価の対象項目は、原則として本学が実施する自己点検・評価の点検・評価項目に関連し

た事項について期ごとに方針を設定し、その方針に沿って年度ごとに具体的な評価テーマ

を検討するものとする。 

・ 評価は本学の関係部署からの提出資料やヒアリング等にもとづいて実施し、評価および提

言事項を外部評価報告書としてまとめる。 

○東北学院大学教職課程自己点検・評価実施のための基本方針 

教職課程を置く大学では、教育職員免許法施行規則第 22条の 8により、教職課程の質を向上

していくために教職課程の活動を自ら点検・評価し、その結果にもとづいて改善・向上を図る

とともに、その結果を広く公表し、教職課程の質を自ら保証する内部質保証体制が求められて

いる。本学では、本基本方針にもとづき、本学の教員養成の目標及び計画に照らした取り組み

を自己点検・評価し、教職課程の水準を維持・向上させていく。 

１ 教職課程の自己点検・評価の目的 

本学の教員養成の目標及び計画に照らした取り組みを自ら点検・評価し、教職課程の水準

を維持・向上させていくことを目的として行う。 

２ 教職課程の自己点検・評価の実施体制 

教職課程の自己点検・評価は、東北学院大学教職課程センター内の教職課程を設置する各

学部・各学科から選出された委員で組織する運営委員会の下に置く自己点検・評価担当小委

員会が実施する。 

３ 教職課程における自己点検・評価の方法 

自己点検・評価担当小委員会は、一般社団法人全国私立大学教職課程協会作成の「『教職

課程 自己点検・評価報告書』作成の手引き」に記載された基準領域等（「教職課程の現況

及び特色」、「基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組

み」、｢基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援｣、｢基準領域３ 適切な教職課程カリ

キュラム」）を参照しながら、本学教職課程に関する現状分析をとおして自己点検・評価を

実施し、その結果及び改善策を『教職課程 自己点検・評価報告書』としてまとめる。 

４ 教職課程の自己点検・評価項目 

一般社団法人全国私立大学教職課程協会「『教職課程 自己点検・評価報告書』作成の手

引き」に記載の以下の基準領域および基準項目を参照しつつ、自己点検・評価を実施する。 
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１ 基準領域１：教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

基準項目 1-1 教職課程教育に対する目的・目標の共有 

基準項目 1-2 教職課程に関する組織的工夫 

２ 基準領域２：学生の確保・育成・キャリア支援 

基準項目 2-1 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

基準項目 2-2 教職へのキャリア支援 

３ 基準領域３：適切な教職課程カリキュラム 

基準項目 3-1 教職課程カリキュラムの編成・実施 

基準項目 3-2 実践的指導力育成と地域との連携 

５ 教職課程の自己点検・評価の結果 

教職課程の自己点検・評価の結果及び改善策は、教職課程センター運営委員会及び所員会

議の審議による承認をもって決定し、全学の点検・評価委員会に報告する。 

６ 結果の取り扱い 

教職課程センターは教職課程を置く学部・学科と自己点検・評価結果を共有し連携・協力

を図りながら教職課程の質の向上に取り組んでいく。また、教職課程の運営の可視化と社会

的責任を果たすために自己点検・評価の結果を東北学院大学教職課程センターウェブサイト

にて公開する。 
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Ⅲ．各学部学科の基本方針 

１．各学部学科の理念・目的及び教育目標（2025年度入学生適用） 

◇ 文学部 

１ 理念・目的 

キリスト教に基づく人間形成を中心に、ことばへの関心を通して過去と現在を往還しなが

ら、通念・常識を常に相対化できる、創造的な批判精神を涵養する。 

なお、理念・目的を明確に表現するため、次のモットーを掲げる。 

“Think for Yourself，Think for the World” 

≪英文学科≫ 

１ 理念・目的 

国際語としての地位にある英語の運用能力の涵養をはかるとともに、他文化・他者性に対し

て鋭敏な感覚を育むことで、多元的な文化に寛容な真の国際人を育成する。 

 

２ 教育目標 

(１)鋭敏な言語感覚を養う。 

(２)ことばの芸術と学問に親しむ。 

(３)人間理解の基礎を築く。 

(４)物事を論理的・批判的に考える能力を養う。 

(５)自己を広い視野から捉える教養を蓄積する。 

≪総合人文学科≫ 

１ 理念・目的 

キリスト教に基づく人間形成を中心に、古今の書物との対話を通して現実世界との関わりを

問い直し、変化する世界において自己を見失わず、しかも他者との相互理解・共生を可能とす

る強固な知的・精神的基礎をもった人材を育成する。 

 

２ 教育目標 

(１)言語理解・表現能力を有する人材の育成 

(２)問題発見・解決能力を有する人材の育成 

(３)論理的・批判的思考力を有する人材の育成 

(４)人間の生のあり方と倫理に深い関心を有する人材の育成 

(５)他者に対する寛容な精神と奉仕する心を有する人材の育成 

≪歴史学科≫ 

１ 理念・目的 

広い歴史知識と歴史的な考え方を身に付け、現代社会をグローバルかつ歴史的に理解すると

ともに、地域の問題を広い視野から考える能力を養う。 

 

２ 教育目標 

(１)広い歴史知識を身に付けさせるとともに、物事を歴史的に考える能力を育成する。 

(２)現代社会の歴史的な背景の理解を促し、国際的な視野を身に付けさせる。 
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(３)地域社会の歴史的な成り立ちを学ばせ、地域文化の重要性を理解させる。 

(４)演習・実習等の授業を通して、主体的な問題解決能力を育成する。 

(５)情報化社会での問題処理能力を養い、実社会で生涯にわたって活かせる能力を身に付け

させる。 

≪教育学科≫ 

１ 理念・目的 

人がよりよく生きるための学びと人間的成長を支援することができる、豊かな知識・技能・

姿勢を備えた人物を養成する。 

 

２ 教育目標 

(１)総合的な人格形成教育に基づく人間性の涵養 

(２)教育学研究を通した人間理解の深化 

(３)異文化間交流を進めるための知識・技能・姿勢の育成 

(４)高度情報化社会に対応するための知識・技能・姿勢の育成 

(５)学校教育及び生涯学習の面から地域社会に貢献するための知識・技能・姿勢の育成 

◇ 経済学部 

１ 理念・目的 

キリスト教精神と幅広い教養教育を基礎に、経済学の専門的知識を修得し、時代に流され

ず、先を見通す経済社会の理論とスキルを身に付け、多方面において社会に貢献できる人材を

養成する。 

≪経済学科≫ ※2022年度までの入学生適用 

（ 2023年度からの学科の理念・目的は定めていない） 

１ 理念・目的 

時代に流されず、先を見通す経済社会の理論とスキルを身に付けるように基礎理論から現実

の問題や政策を段階的に学習する。 

 

２ 教育目標 

(１)学生一人ひとりの個性を引き出す教育を実践する。 

(２)社会の見方や経済学の考え方や分析技術を身に付けさせる。 

(３)学生一人ひとりの夢を実現できる人材育成を図る。 

≪共生社会経済学科≫ ※2022年度までの入学生適用 

１ 理念・目的 

経済学のエッセンスを学びながら、年代や性別、ハンディキャップ、民族・文化の異なる多

様な他者への理解を深め、共に生きる発想に基づいて、新たな社会経済システムを構想し実践

できるような人材の育成を目指す。 

 

２ 教育目標 

(１)経済・政策・社会の視角から現代社会について理解を深め、新たな社会経済システムの

構築に向けた提言能力や実践能力を持つ人材の育成を目指す。 



 

30 

(２)特に、人口減少・少子高齢化の下で、長期にわたって持続可能な社会経済システムを考

える力を持つ人材の育成を目指す。 

(３)自立した個人として、より望ましい人生を送るための生きる力と思考力を持つととも

に、人と人との関係性のあり方にも配慮できる人材を養成することを目指す。 

◇ 経営学部 

≪経営学科≫ 

１ 理念・目的 

経営学の知識を使って、企業や地域社会の問題を解決できるようになるとともに、よきビジ

ネスパーソンとして自らのキャリアを切り開いていくことのできる能力を養う。 

 

２ 教育目標 

上の教育理念を実現するために、次の５つの能力を養うことを目標とする。 

(１)主体的に学び、考え、効率的に伝えることができる能力 

(２)他者と関わり、チームで成果を生み出す能力 

(３)企業や地域社会の現状を理解し、それを独自の視点で評価できる能力 

(４)財務諸表を読み、企業の経営課題を理解し、そこから戦略的な思考を展開できる能力 

(５)将来のキャリア形成を見通しながら、必要なスキルや資格を取得できる能力 

◇ 法学部 

≪法律学科≫ 

１ 理念・目的 

法的知識と法的思考を生かし、人間の尊厳のために貢献できる人材を養成する。 

なお、理念・教育目的を明確に表現するため、次の日本語及び英語のモットーを掲げる。 

「法的知識と法的思考を、人間の尊厳のために」 

“Think legally，for human dignity” 

 

２ 教育目標 

(１)人生を主体的に生きる力 

(２)法についての正しい知識と思考 

(３)法を広い視野からとらえる教養 

(４)人間の尊厳への深い理解 

(５)隣人（他者・社会）に奉仕する精神 

を身に付けさせる。 

 

３ 人材養成の目標 

(１)法的専門知識を生かしつつも、まず何より人間の尊厳を考え、そうした人間性によって

社会から信頼される人材の養成 

(２)一市民として、地域生活・活動の場において、法的専門性を生かしながらリーダーシッ

プを発揮できる人材の養成 

◇ 工学部 
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１ 理念・目的 

人類の幸福と望ましい環境の創造に必要な工学技術を理解し、かつ、自ら思考できる人物を

育成する。また、本学の建学の精神に基づいて、人間社会に貢献する「幅広い教養と正しい倫

理観を持つ工学技術者」を養成する。 

 

２ 教育目標 

工学部に学ぶ全ての学生が、 

(１)広くかつ深い教養に裏打ちされた隣人愛 

(２)社会への献身的奉仕の精神 

(３)科学技術における正確な知識と思考能力 

(４)科学技術を通して人類福祉を向上させる力 

(５)社会及び組織におけるリーダーシップ 

を身に付ける。 

 

≪機械知能工学科≫ 

１ 理念・目的 

人類のために、知的なモノづくりを通して、信頼され期待される国際的エンジニアを養成す

る。 

 

２ 教育目標 

機械知能工学科における教育は、次に掲げる事項を達成することを目標とする。 

(１)自ら調べ、知識／技術を活用できる機械系エンジニアの養成 

(２)多様な問題解決能力の獲得 

(３)幅広い教養を背景とした、技術革新に対応できる柔軟な思考力の強化 

(４)自然科学に対する十分な理解とそれに基づく応用力の強化 

≪電気電子工学科≫ 

１ 理念・目的 

電気電子工学の基礎的知識を持ち、人類社会の発展に十分貢献できる豊かな人間性と正しい

倫理観を有する技術者を養成する。 

 

２ 教育目標 

電気電子工学科における教育は、次に掲げる事項を達成することを目標とする。 

(１)豊かな人間性と正しい倫理観を有し、創造性がありかつ実践的な電気・電子技術者及び

情報・通信技術者の養成 

(２)電気エネルギーの効率的利用が進む社会に十分対応可能で、電子材料、デバイス、電子

計測の基礎理論を十分に身に付けた電気・電子技術者の養成 

(３)モノのインターネット（IoT）が進む社会において多様なデータを収集し、解析、処理す

る基礎理論を身につけた情報・通信技術者の養成 

 

≪環境建設工学科≫ 

１ 理念・目的 
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キリスト教精神に基づく倫理観を備え、社会人として必要な教養を身に付けるとともに、基

礎的専門知識を着実に習得した実践型の建設系技術者を養成する。 

 

２ 教育目標 

環境建設工学科における教育は、次に掲げる事項を身に付けることを目標とする。 

(１)地球環境問題などに対する多面的視点を持ちつつ、東北という地域特性を理解した環境

建設技術者としての視点を身につける［多面的視点を持つ技術者］ 

(２)キリスト教を通して社会人としての良識と一般教養を着実に身につけるとともに、技術

者としての倫理観を備え、科学技術と自然・社会との関わりを考えて行動できる素養を

身につける［社会人としての良識と技術者倫理］ 

(３)数学、自然科学と工学基礎に関する知識や学力を修得し、それを問題解決に活用できる

応用力を身につける［数学、科学技術の知識と応用能力］ 

(４)情報技術に関する基本的な知識とスキルを修得し、実社会で活用できる能力を身につけ

る［情報技術のスキルと応用能力］ 

(５)環境建設工学における基礎的な専門知識と学力を修得し、中核となる技術者として応

用・展開できる能力を身につける［専門科目の基礎学力と応用能力］ 

(６)社会の要求を解決するために科学技術に関する情報を積極的に入手し、課題に対する計

画、遂行、分析・評価、改善のサイクルを通じて、問題解決のための能力を身につける

［問題解決のためのデザイン能力］ 

(７)技術的・社会的に十分通用する日本語を使える能力を身につける［日本語表現能力］ 

(８)英語によるコミュニケーション基礎能力を修得する［国際コミュニケーション基礎能

力］ 

(９)卒業研修・実験・演習・実習などを通じて自ら積極的に学ぶことの大事さを認識し、建

設産業の中核となる技術者として、必要な各種の資格取得に向けて「継続的に学習する

能力」を身につける［自主学習能力と継続学習能力］ 

(10)卒業研修・実験・演習・実習などを通じて、計画立案、遂行、とりまとめまでを自ら行

うことのできる能力を身につける［立案能力と総括能力］ 

≪情報基盤工学科≫ ※2022年度までの入学生適用 

１ 理念・目的 

社会基盤となる情報・通信工学技術を発展させ、人類の福祉に応用するという工学の使命に

基づき、これらの原理を数学の基礎から徹底して学び、変化の激しいＩＣＴ分野において未来

を切り拓くことのできる技術者を育てる。 

 

２ 教育目標 

情報基盤工学科における教育は、下記の事項を達成することを目標とする。 

(１)情報・通信工学技術者として必要な倫理観と自然科学の基礎の習得 

(２)演習重視型学習による情報・通信技術の基礎力養成の充実 

(３)「情報工学系科目」と「通信工学系科目」の専門的な２系統の科目群を準備し、「情報

セキュリティエキスパートコース」、「データサイエンティストコース」、「情報通信

プロフェショナルコース」などの設置による技術の習得 

(４)アクティブ・ラーニングスタジオで行う「演習重視型講義」と「ＰＢＬ（Ｐｒｏｊｅｃｔ 

Ｂａｓｅｄ Ｌｅａｒｎｉｎｇ）」による技術力の育成 
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◇ 教養学部 ※2022年度までの入学生適用 

１ 理念・目的 

国際化、高度技術化、情報化の進む現代社会にあって、人間生活の抱える種々の問題に対処

する新しいタイプの教養人を育成する。 

≪人間科学科≫ 

１ 理念・目的 

人間を多角的・実証的に捉える力を育てる。 

 

２ 教育目標 

(１)人間を多角的・総合的に理解する。 

(２)心理学・社会学・教育学・体育学の四領域を幅広く学ぶ。 

(３)人間についての実証的な分析力を身に付ける。 

(４)人間の発達・形成に関わる現実の諸問題に対応できる人になる。 

≪言語文化学科≫ 

１ 理念・目的 

(１)多言語・多文化を通して人間を考える。 

(２)人と人をつなぐ人になる。 

 

２ 教育目標 

次のような素養を持った人材を育てる。 

(１)言語と文化の基礎を考える。 

(２)異文化を知り、自文化に気づく。 

(３)外国語と自国語の運用能力を高める。 

(４)多様なメディアを生かした表現力を身に付ける。 

(５)国際的な場で活躍できる力を付ける。 

≪情報科学科≫ 

１ 理念・目的 

ＩＴスキルを身に付けた教養人を養成する。 

 

２ 教育目標 

(１)幅広い教養を身に付けた教養人を育成する。 

(２)旺盛な知的好奇心を育成する。 

(３)基礎を確実に押さえた情報技術を修得させる。 

(４)技術と社会との関わりを主体的に考える能力を育成する。 

(５)問題発見能力を涵養する。 

≪地域構想学科≫ 

１ 理念・目的 

グローバルな視野を持って、よりよき地域をつくる人材を育てる。 

 

２ 教育目標 
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(１)地域という現場で学び考える。 

(２)広い視野から地域を見る姿勢を身に付ける。 

(３)地域の問題を深く分析する力を獲得する。 

(４)地域の問題は様々な要因が複雑に関連していることを理解する。 

◇ 地域総合学部 

１ 理念・目的 

キリスト教精神と幅広い教養教育を基礎に、地域コミュニティ学科と政策デザイン学科にお

いて、グローバルな視野を持った、よりよい地域をつくる人材を育成する。 

 

２ 教育目標 

(１) 「よりよい地域とは何か」という課題に対して、深く考えることのできる能力の育成 

(２) 「よりよい地域」の実現のため、さまざまな立場の者と協働できる能力の育成 

(３) 現実の地域のあり方を分析・理解し、自らが主体となって地域の課題を解決できる能力

の育成 

≪地域コミュニティ学科≫ 

１ 理念・目的 

多様な要素から成り立つ地域を深く理解して、地域住民の視点でよりよい地域を構想し、地

域の課題を解決していくことのできる人材を育てる。 

 

２ 教育目標 

(１)地域という現場で学び考える姿勢を備えた人材を育成する。 

(２)地域が自然、産業、教育、福祉など多様な要素から構成され、相互に連関していること

を理解し、分析できる能力を備えた人材を育成する。 

(３)地域住民にとっての「よりよい地域」を実現するという理念にたち、そこで生活する多

様な人々の視点から地域の課題を発見し、解決の糸口を見つけることができる人材を育

成する。 

≪政策デザイン学科≫ 

１ 理念・目的 

地域社会を地球規模の社会経済システムとの関係で捉え、さまざまな地域の課題に多様な担

い手が協働して取り組むための研究・教育を行うことで、課題の解決に資することができる人

材を養成する。 

 

２ 教育目標 

(１) 地域社会を社会経済システム全体との関係において考察できる人材を養成する。 

(２) 地域で生活する人びとが持つ多様な属性に目を向け、経済格差、さまざまな差別や不平

等、災害復興など地域の抱える問題を、包摂的で公正な社会の実現に向けた課題として

把握できる人材を養成する。 

(３) 地域の課題について公共行政、経済産業、市民社会の多面的視点から政策立案を行うこ

とができる人材を養成する。 

(４) 自ら地域の課題を把握しその解決のための政策遂行の担い手となることができる主体的

な人材を養成する。 
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◇ 情報学部 

≪データサイエンス学科≫ 

１ 理念・目的 

情報科学、数理科学、社会科学を包括する学びを通じて、人間の社会活動によって生み出さ

れる情報を理解する能力を育み、情報活用に基づいた社会の課題解決や社会的価値の創出に貢

献する人材を育成する。 

 

２ 教育目標 

(１) 高い理想を持ち社会に貢献しようとする人材を育成する。 

(２) 情報を通じて社会を理解しようとする旺盛な知的好奇心を持たせる。 

(３) 社会で生み出される情報を活用し、新たな価値を創造する能力を修得させる。 

(４) 技術と社会の激しい変化に追いつき対応できる能力を身につけさせる。 

(５) 社会に潜在する課題を発見し、文系・理系の双方の知識を用いて実践的に解決できる能

力を養う。 

◇ 人間科学部 

≪心理行動科学科≫ 

１ 理念・目的 

人間生活の抱える種々の問題に現実的に対処すべく、人間を多角的・実証的に捉える力を備

え、健康的な生のあり方を追求する人材を養成する。 

 

２ 教育目標 

(１)人間の行動とその心理過程、及びそれらを規定する諸要因について、深い理解と知識を

備えている。 

(２)人間の行動を実証的に分析できる思考力、技能を備えている。 

(３)現実の社会生活の中に問題を発見しそれを解決するために、自らの知識と技能と意欲と

を主体的に活かすことができる。 

(４)自らの生が、他者の生、ひいては人類全体の生とつながっていることを理解することが

できる。 

◇ 国際学部 

≪国際教養学科≫ 

１ 理念・目的 

日本が置かれた東アジアと世界の諸地域を幅広く視野に入れ、そこに住む人々の社会・文

化・歴史・言語の多様性を学び、相互に共通の課題や問題を発見し、その解決に向けて国家、

民族、地域の壁を越えて協力し、行動できる「よき地球市民」の育成を目指す。 

 

２ 教育目標 

(１) 世界の様々な国や地域における社会・文化・歴史・言語の多様性と相互関連性を理解

し、グローバル化について多角的かつ相対的に考えることができる人材の育成。 
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(２) グローバル化の結果として生じる国境や地域を越えた共通課題を自ら発見し、他者と協

力しながら、粘り強く解決策を模索できる人材の育成。 

(３) 「国際補助言語」である英語、ないし東アジア諸言語（中国語、韓国・朝鮮語、日本

語）の運用能力を身に付け、それらを利用して異なる社会的・文化的背景を有する人々

と適切な意思疎通を図り、「協働」や「共生」のために活かすことができる人材の育

成。 

(４) 学修の成果を活かして自分の生きるローカルなコミュニティ（地域、職場など）のため

に貢献しつつも、グローバルコミュニティ（外側の世界）への関心や貢献も忘れず、世

界のどこにあっても自らの役割と使命を真摯に考え、人生を豊かに生きようとする姿勢

を持つ人材の育成。 

 

２．各学部の教学上の３つの方針（2025年度入学生適用） 

◇ 文学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

文学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果をあげた者

に、英文学科、総合人文学科および歴史学科は「学士（文学）」、教育学科は「学士（教育

学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

 聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きること

について、自分の考えを論じることができる。特に、ことばへの関心を通して過去と現在を行

き来しながら、通念・常識を常に相対化できる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。特に、ものごとを論理的・批判的に考え、それを口頭や文章で表現することができ

る。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を活用して取り組むことができる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果

を総合的に活用することでその課題の解決案を提示することができる。特に、課題の発見と

解決に文学若しくは教育学の専門知識や関連する学修成果を活かすことができる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すこと

ができる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異な

る価値観に理解を示すことができる。特に、創造的な批判精神をもってものごとを見つめるこ

とができる。 

５．文学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

 英文学科においては以下の学修成果を示すことができる。 

(１)英米文学、英語学における基本的知識、またそれぞれの研究分野に固有の思考方法に

ついての概要を説明することができる。 
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(２)英米文学、英語学を通して培った課題に真摯に取り組む姿勢と地道で丁寧な作業を継

続する力を、自らが直面する課題解決に応用することができる。 

(３)英米文学、英語学に関わる専門的知識を身につけ、その知識を基盤として論理的・批

判的な思考ができる。 

(４)英米文学、英語学を通して培った幅広い異文化理解・国際理解に基づき、深い人間理

解を示すことができる。 

(５)英語の運用能力を向上させることを通じて、高度な知的活動を行ったり、他者と協力

して問題解決を行うことができる。 

 総合人文学科においては以下の学修成果を示すことができる。 

(１)思想・哲学、文化・芸術、宗教・神学における基本的知識、またそれぞれの研究分野

に固有の思考方法についての概要を説明することができる。 

(２)物事を広い視野から多角的に捉え、問題を発見し、解決することができる。 

(３)古今の書物との対話を通して現実社会との関わりを問い直し、変化する世界の中で論

理的・批判的に考えることができる。 

(４)人間の生のあり方と倫理に対する深い関心を持ち、それを具体的実践に結びつけるこ

とができる。 

(５)他者に対する寛容な精神と奉仕する心を養い、社会に貢献することができる。 

 歴史学科においては以下の学修成果を示すことができる。 

(１)日本史、アジア史、ヨーロッパ史、考古学、民俗学における基本的知識、またそれぞ

れの研究分野に固有の思考方法についての概要を説明することができる。 

(２)歴史学、考古学、民俗学に関する専門性の高い学術論文を読解するとともに、主体的

に史・資料を収集し、それをふまえた柔軟な発想と論理的思考、説得力のある表現を

用いて、学術的な文章を作成することができる。 

(３)歴史学、考古学、民俗学の知識や思考方法をもとに課題を発見し、現代社会が直面す

る様々な問題について、史・資料をふまえた発言や議論、解決方法を提示することが

できる。 

(４)現代社会の歴史的な成り立ちを押さえつつ、国際的な広い視野をもって今日の地域社

会とそれをめぐる問題について理解し、自らが何をすべきかを考え、社会に貢献する

ことができる。 

(５)実習や史料調査などの経験を通して、自らの特性を活かしつつ共同作業に対して主体

的に関与していく中で、真摯な態度と地道な努力を継続する力を持つとともに、共通

の課題に対してチームで成果を出すことができる。 

教育学科においては以下の学修成果を示すことができる。 

(１)教育学における基本的知識や固有の思考方法について、その概要を説明することがで

きる。 

(２)人がよりよく生きるための学びと人間的成長を支援することができる。 

(３)多面的な実践的指導力を身につけ、多様な児童生徒の一人ひとりに寄り添うことがで

きる。 

(４)幅広い異文化理解・国際理解に基づいて、小学校での英語教育に力を発揮することが

できる。 

(５)複数の学校種において、多様な発達段階の児童生徒の学びと成長を支援することがで

きる。 
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〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

文学部は、文学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を達成

するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目

のうち英語を４単位必修とする。英文学科はドイツ語・フランス語、総合人文学科はドイ

ツ語・フランス語・中国語、歴史学科はドイツ語・フランス語・中国語・韓国朝鮮語、の

いずれかを２単位選択必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての

役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 

６．学修成果３は、能動的学修に向けた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、文学部における学修成果の総合的な活用を主た

る目的として、専門教育科目の中に演習形式の授業科目を置く。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．各学科の学修成果５(１)～(５)を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置

き、文学部の学位授与の方針に基づき編成する。これらに関する全般的な基礎教育を主た

る目的として、初年次の専門教育科目に導入科目を置く。 

９．英文学科、総合人文学科及び歴史学科の学修成果５(１)～(５)を達成することを主たる目

的として置かれた専門教育科目の中に演習形式の科目を設け、少人数による双方向の学修

を行う。卒業論文または卒業試験を必修とし、各学科での学修成果の総括的評価を行う。 

10．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針

に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう学科ごとに適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

文学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１. 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログ

ラム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解した上で、本学で

の学びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２. 文学部の教育理念・目的や教育内容を理解した上で、文学部での学びを強く望んでいる。

(主体的に学ぶ態度） 

３. 高等学校における学習によって、文学部での学修に必要な基礎的知識を有している。（知

識・技能） 
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４. 高等学校の「コミュニケーション英語Ｉ」で達成すべき英語力がある。または、英語熟達

度テストにおいて一定程度の英語力を持ち、文学部における学修にその強みを生かそうと

している。（知識・技能） 

５. 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基

礎的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表

現力） 

６. スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよ

うと考えている。（知識・技能／主体的に学ぶ態度） 

７. 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうと

している。（主体的に学ぶ態度） 
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◇ 経済学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

経済学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果を達成した者

に、「学士（経済学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きること

について、自分の考えを論じることができる。特に、経済社会における倫理に深い理解を示

すことができる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。特に、ものごとを論理的・批判的に考え、それを口頭や文章で表現することができ

る。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を総合的に活用できる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果

を総合的に活用することでその課題の解決案を提示することができる。特に、課題の発見と

解決に経済学の専門知識や関連する学修成果を活かすことができる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すこと

ができる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異な

る価値観に理解を示すことができる。特に、現代の経済社会が抱える課題について批判的で

多様な視点を持つことができる。 

５．経済学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

(１)国内外の経済状況を理解し、経済モデルなどを用いてその特徴を説明できる。 

(２)統計データを活用して経済状況を分析できる。 

(３)今日の経済の動きの歴史的背景を説明できる。 

(４)東北地方の経済状況及び特徴を説明できる。 

(５)今日の経済が直面している課題を見出し、改善策を考えることができる。 

(６)経済社会についての様々な思想や理論の概要を説明できる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

経済学部は、経済学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を

達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目

のうち英語を４単位必修とする。 
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４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての

役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 

６．学修成果３は、能動的学修に向けた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、経済学部における学修成果の総合的な活用を主

たる目的として、専門教育科目の中に演習形式の授業科目を置き、各学年に配置する。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置き、講義や演習におけ

るグループワーク、プレゼンテーション等を通じて、経済に関する様々な課題に取り組

む。また、これらに関する全般的な基礎教育を主たる目的として、初年次の専門教育科目

に導入科目を置き、少人数制の演習を通じて、各自が今日の経済が抱えている課題に対す

る発表を行い、課題解決能力やプレゼンテーション能力を伸長する。 

９．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針

に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう学科ごとに適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

経済学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１. 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログラ

ム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解した上で、本学での学

びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２. 経済学部の教育理念・目的や教育内容を理解した上で、経済学部での学びを強く望んでい

る。（主体的に学ぶ態度） 

３. 社会に関して、高等学校の「政治・経済」で学修すべき基本的事項について知識があり、特

に「政治・経済」の中の「現代の経済」「現代社会の諸問題」で学習すべき基本的事項につ

いては正しい知識を持つとともに、それらに関する社会事象について学ぼうとする関心・態

度をもっている。（知識・技能／学修への態度） 

４. 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５. 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基礎

的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表現

力） 

６. スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよう

と考えている。（知識・技能／主体的に学ぶ態度） 

７. 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうとし

ている。（主体的に学ぶ態度） 

◇ 経営学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
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経営学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認でき

た者に「学士（経営学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きること

について、自分の考えを論じることができる。特に、よく生きることと「よきビジネスパー

ソン」となることが、内的な関連を持つことについて理解を示すことができる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。特に、ものごとを論理的・批判的に考え、それを口頭や文章で表現することができ

る。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を総合的に活用できる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果

を総合的に活用することでその課題の解決案を提示することができる。特に、企業経営や組

織運営の問題について、経営学の理論や分析枠組みを使って課題を発見し、実現可能な解決

策を考えることができる。 

４．ものごとを広く多様な視点からの認識、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すこと

ができる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異な

る価値観に理解を示すことができる。特に、企業経営や組織の運営方法について、社会や文

化の背景の違いにより多様性が生まれることを認識し、それらを尊重することができる。 

５．経営学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

経営学の基本的な理論を身につけ、企業経営に関する以下の６つの点について、理論的な

視点から分析し、自分なりの意見を述べることができる。 

(１)企業や組織の運営に必要な戦略的思考方法を身につけ、具体的な状況において経営者や

管理者がとるべき合理的な意志決定について論じることができる。 

(２)企業や組織の運営には理論的には把握できない多くの問題があることを理解した上で、

効果的な解決策を考え、提案することができる。 

(３)企業経営について、人的要素や企業を取り巻く市場・制度及び歴史との関係を踏まえ、

効果的な解決策を考え、提案することができる。 

(４)企業経営の目的には、当該企業の利益最大化だけではなく、社会的な責任を果たすこと

が含まれることの重要性を理解し、具体的な企業の行動を批判的に評価することができ

る。 

(５)企業経営の戦略的な有効性が、財務的な成果に繋がるプロセスと、それが外部のステー

クホルダーによって評価されることによって企業価値が決定されるプロセスを理解し、

人に説明することができる。 

(６)財務データを用いて、企業の財政状態、営業活動の成果、キャッシュフローを分析し、

企業の経営活動について評価することができる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

経営学部は、経営学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を

達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 
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１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目

のうち英語を４単位必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての

役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 

６．学修成果３は、能動的学修に向けた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、経営学部における学修成果の総合的な活用を主

たる目的として、専門教育科目の中に演習形式の授業科目を各学年に置くとともに、３年

次に実習形式の授業科目を置く。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置き、ビジネス・ケース

実習Ⅰ・Ⅱなどのグループワークを通じて、経営学に関する様々な課題に取り組む。ま

た、これらに関する全般的な基礎教育を主たる目的として、初年次の専門教育科目に入門

科目を置く。少人数制の演習を通じて、各自が企業経営に関する諸課題に対する発表を行

い、課題解決能力やプレゼンテーション能力を養成する。 

９．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針

に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

経営学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１. 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログ

ラム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解した上で、本学で

の学びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２. 経営学部の教育理念・目的や教育内容を理解した上で、経営学部での学びを強く望んでい

る。（主体的に学ぶ態度） 

３. 企業や社会に関して、高等学校の社会科科目ないし商業科目の教科書が扱う水準の知識が

あり、それらに関してさらに学ぼうとする関心と意欲をもっている。（知識・技能／学修

への態度） 

４. 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５. 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基

礎的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表

現力） 
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６. スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよ

うと考えている。（知識・技能／主体的に学ぶ態度） 

７. 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうと

している。（主体的に学ぶ態度） 

◇ 法学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

法学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認できた者

に「学士（法学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きること

について、自分の考えを論じることができる。特に、現代をよく生きることにとって、人間

の尊厳や基本的人権が最も根本的な価値であることに深い理解を示すことができる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。特に、ものごとを論理的に説明するための思考力と表現力を示すことができる。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を総合的に活用できる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果

を総合的に活用することでその課題の解決案を提示することができる。特に、課題の発見と

解決に法学の専門知識や関連する学修成果を活かすことができる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すことが

できる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異なる

価値観に理解を示すことができる。特に、法的問題解決という方法の有効性、自らの法的判断

の正しさについて、つねに批判的視点を併せもつことができる。 

５．法学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

(１)法の支配及び法治主義を理解し、立法・司法・行政とそれぞれに携わる重要機関の役割

を説明できる。 

(２)主要な法分野における基本的な価値や法原理を理解し、それらを身近な問題解決に応用

することができる。 

(３)日本の主要な実定法を体系的に理解し、それらの基礎的な内容を説明できる。 

(４)一般的な法的問題について、法的判断に必要な情報を集め、それらを整理して要点を説

明することができる。 

(５)法を解釈し適用する際の法的論理を理解し、具体的事実に法を適用して法的結論を導き

出すことができる。 

(６)新しい社会問題について、法的対応の現状を説明し、あるいは別の新たな法的対応を提

案することができる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

法学部は、法学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を達成

するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 
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１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体育

科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配置する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「人

間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３年次に

置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「知

的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目のうち

英語を４単位必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「課

題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向けた

初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての役割

をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎とする。 

６．学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目に

おいて達成目標の一部となる。さらに、法学部における学修成果の総合的な活用を主たる目

的として、専門教育科目の中に演習形式の授業科目を置き、各学年に配置する。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５(１)～(６)を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置き、少人数制

の演習を通じて、法学に関する様々な課題に取り組むことで技能を磨く。また、これらに関

する全般的な基礎教育を主たる目的として、初年次の専門教育科目には導入科目を置き、少

人数制の演習を通じて、各自が法学の課題に対する発表を行い、課題解決能力やプレゼンテ

ーション能力を伸長する。 

９．専門教育科目については、主として卒業後の進路に応じた複数の履修コースを設け、それぞ

れの履修方法を適切に定めるとともに、その選択に向けたキャリア形成支援教育を初年次に

行う。 

10．４年次の専門教育科目の中に、学修成果を総合的に確認するための授業科目を置き、必修と

する。 

11．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目のコース別履修を中心としながらも、法学部の

学位授与の方針に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

法学部は，高等学校からの調査書を含む提出書類，及び本学が実施する試験によって，次の

点を評価して入学者を受け入れる。 

１. 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログラ

ム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解した上で，本学での学

びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２. 法学部の教育理念・目的や教育内容を理解した上で，法学部での学びを強く望んでいる。

（主体的に学ぶ態度） 

３. 社会に関して，高等学校の「政治・経済」で学習すべき基本的事項の知識があり，特に「政

治・経済」の中の「現代の政治」で学習すべき基本的事項について正確な知識をもつととも
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に，それらに関する社会の事象について学ぼうとする関心及び態度をもっている。（知識・

技能／主体的に学ぶ態度） 

４. 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき水準の英語力がある。（知識・技

能） 

５. 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて，大学での学びに関わる基礎

的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表現

力） 

６. スポーツや文化活動などで優れた実績を残し，本学入学後もその分野で課外活動の活性化に

貢献しようと考えている。（知識・技能／主体的に学ぶ態度） 

７. 外国人留学生，帰国生，社会人として，大学における学修にそれぞれの強みを生かそうとし

ている。（主体的に学ぶ態度） 

◇ 工学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

工学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認できた者

に「学士（工学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら現代社会の中でよく生きることに

ついて、自分の考えを論じることができる。特に、他者への思いやりと他者との協働の重要

性を理解することができる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。特に、ものごとを論理的・客観的にとらえ、それを口頭や文章で表現することがで

きる。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を総合的に活用できる。 

地域の課題をはじめとするさまざまな具体的課題に対して、教養教育及び専門分野の学修

成果を総合的に活用することでその課題の解決案を提示することができる。特に、課題の発

見と解決に工学の専門知識や関連する学修成果を活かすことができる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すことが

できる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異な

る価値観に理解を示すことができる。特に、工学的な問題に関する解決方法及びその有効性

について、批判的に考察することができる。 

５．工学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

機械知能工学科においては、以下の学修成果を示すことができる。 

(１) 機械工学の専門的基礎知識を理解して、設計、開発及び生産に関する概要を説明する

ことができる。 

(２) 機械工学における具体的課題を見つけ、その解決のために学修成果を総合的に活用

し、その概要を説明することができる。 

(３) 機械工学の応用に関する意識を持ち、その発展に寄与するための提案をすることがで

きる。 
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電気電子工学科においては、以下の学修成果を示すことができる。 

(１) 電気電子工学の基礎となる数学や自然科学及び電気電子分野の専門基礎知識に基づ

き、個々の専門分野に固有の認識や思考方法について、それらの概要を説明すること

ができる。 

(２) 電力・制御系、情報・通信系、電子・材料系の専門分野の基礎知識を活用して自主的

な学修を進めるとともに、卒業研究では研究成果をとりまとめ、その概要を説明する

ことができる。 

(３) 社会が要求する問題を解決するために、科学技術に関する情報を自ら積極的に入手

し、課題に関する分析や解決策について工学的見地から意見を述べることができる。 

環境建設工学科においては、以下の学修成果を示すことができる。 

(１)土木工学、環境工学、建築学の専門知識に基づいて、社会が要求する問題について工

学的見地から意見を述べることができる。 

(２)工学系の幅広い分野の事象に興味を持ち、科学技術に関する情報を自ら積極的に入手

することができる。 

(３)卒業研究を通して、専門分野の基礎知識を活用して自主的な学修を進めるとともに、

研究成果をとりまとめ、その概要を説明することができる。 

(４)工学技術者としての倫理の重要性について説明することができる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

工学部は、工学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を達成す

るため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体育

科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「人

間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３年次に

置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「知

的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目のうち

英語を４単位必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「課

題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向けた

初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての役割

をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎とする。 

６．学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目に

おいて達成目標の一部となる。さらに、工学に関する学修成果の総合的な活用を主たる目的

として、専門教育科目の中に卒業研究科目を置く。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５(１)～(４)を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置く。各学科の

専門教育科目の実施方針は下記の通り。 

・機械知能工学科 
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機械工学に関する設計、開発及び生産に関する基礎知識を身につけ、実験、演習、卒業

研究を通して専門分野の基礎知識を活用して自主的な学修を進めるとともに、研究成果を

とりまとめ、その概要を説明する力を養う。 

・電気電子工学科 

電気電子工学における電力・制御系、情報・通信系、電子・材料系に関する基礎知識を

身につけ、実験、演習、卒業研究を通して専門分野の基礎知識を活用して自主的な学修を

進めるとともに、研究成果をとりまとめ、その概要を説明する力を養う。 

・環境建設工学科 

土木工学、環境工学、建築学に関する専門知識を身につけ、実験、演習、卒業研究を通

して専門分野の基礎知識を活用して自主的な学修を進めるとともに、研究成果をとりまと

め、その概要を説明する力を養う。 

９．専門教育科目に関する全般的な基礎教育を行うことを主たる目的として、初年次の専門教育

科目に導入科目を置く。 

10．専門教育科目については、卒業後の進路に対応した多様な科目群を配置する。複数の履修体

系を設け、その選択に向けたキャリア形成支援教育を初年次に行う。 

11．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針に

定めた学修成果をバランスよく達成できるよう学科ごとに適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

工学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１. 東北学院大学の建学の精神と教育理念を理解し、工学部における学びを通して社会に貢献す

ることを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２. 科学技術に関する広い知識の獲得に意欲があり、工学部及び各学科の教育理念・目的や教育

内容を理解した上で、工学部での学びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度／学修への態

度） 

(機械知能工学科) 

機械を学び、理解し、創造することへの強い関心と意欲があり、それらを遂行するために

必要な基礎知識を有するとともに、社会の一員としての自覚を有している。 

(電気電子工学科) 

電力・制御系、情報・通信系、電子・材料系に関する広い知識の習得に意欲があり、これ

らの分野の学びを通して社会に貢献することを強く望んでいる。 

(環境建設工学科) 

環境、土木、建築分野で不可欠な科目（数学、力学、計画、設計製図、実験など）を学ぶ

強い意志があり、これらの分野の技術者として、社会への貢献を希望している。 

３. 高等学校における学びによって、「数学」と「理科」で学習すべき基本的知識を有してい

る。（知識・技能／思考力・判断力・表現力） 

４. 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５. 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基礎

的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表現

力） 

６. スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよう

と考えている。（知識・技能／学修への態度） 
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７. 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうとし

ている。（知識・技能／学修への態度） 

◇ 教養学部  ※2022年度までの入学生適用 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

教養学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認でき

た者に「学士（学術）」の学位を授与する。 

１. 現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

 聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きること

について、自分の考えを論じることができる。特に、高い道徳性と幅広い知識を備えた教養

ある個人として、人間と社会のあり方を深く考えることができる。 

２. 高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。特に、ものごとを論理的・批判的に考え、それを口頭や文章で表現することができ

る。 

３. ものごとを広く多様な視点からの認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すこと

ができる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異な

る価値観に理解を示すことができる。特に、人間と社会の問題を多面的に理解し、批判的に

考えることができる。 

４. 専攻学科の専門的知識とそれを支える認識や思考の方法を説明できる。 

人間科学科においては、以下の学修成果を示すことができる。 

(１)人間科学に特有の実証的手法を習得することで、人間と社会に関連するデータを分析

できる。 

(２)心理学、社会学、教育学、体育学の最新の理論に基づき、人間と社会を多面的に捉え

批判的に考えることができる。 

(３)実習・演習および総合研究などを通して、人間と社会における課題を自ら発見・設定

し、その解決方法を提案することができる。 

言語文化学科においては、以下の学修成果を示すことができる。 

(１)言語と文化をめぐる諸学問の基礎を理解し、説明することができる。 

(２)母語および 2つの言語を用い、専門的な話題について、正しく理解し、明瞭に伝えるこ

とができる。 

(３)異なる文化を理解し、自らの文化を意識的にとらえ直す姿勢を持ち、その能力を発揮す

ることができる。 

(４)多様なメディアを通した表現のあり方を知り、それを応用することができる。 

情報科学科においては、以下の学修成果を示すことができる。 

(１)現代社会における情報の重要性を理解し、その役割を説明することができる。 

(２)情報を科学的に取り扱うために必要となる基礎的な知識や手法を獲得し、それらの概要

を説明できる。 

(３)学修成果を情報システム・数理科学・自然科学の３領域で活用して社会の発展に貢献す

ることができる。 
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地域構想学科においては、以下の学修成果を示すことができる。 

(１)産業・社会・福祉・健康・自然・環境等に関する専門的理解を深めることができる。 

(２)フィールド調査の結果や統計値、文献、画像等を多角的に用いて、地域の実情や課題を

分析し、文章や図表、画像等として表現する力を獲得できる。 

(３)知識や技法を習得するだけでなく、グローバルで複眼的な視点に立って地域を構想する

姿勢を身につけることができる。 

(４)学修成果を総合的に活用して、地域を構成するさまざまな要素とそれら要素間の関係性

を自発的に探求し、他者とのかかわりを構築しながら、課題を一つひとつ解決していく

ことができる。 

５. 課題を発見し、その解決のために学習成果を総合的に活用できる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、それまでに獲得した学習成果を総

合的に活用することで、その課題を解決することができる。特に、多様な学問領域から学際

的に得た知識・技法を総合し、人間生活の抱える種々の問題に対処することができる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

教養学部は、教養学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を

達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学修成果１～３を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目

のうち英語を４単位必修、ドイツ語・フランス語・中国語・韓国朝鮮語のいずれかを２単

位選択必修とする。 

４．教養教育科目の「人間的基礎」と「知的基礎」には、大学での学びに向けた初年次教育、

基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての役割をもたせ

る。 

５．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「学科教養」科目群を置

く。 

６．学修成果４を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置く。これらに関する全

般的な基礎教育を主たる目的として、初年次の専門教育科目に導入科目を置く。 

７．学修成果３及び５を達成することを主たる目的として、「学部共通科目」を置き、その中

でキャリア形成支援教育を行う。 

８．学修成果５は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部とする。また、地域の課題発見と解決を主たる目的として、「地

域教育科目」を置き、２単位必修とする。さらに、学修成果の総合的な活用を主たる目的

として、学部共通科目に演習形式の授業科目及び総合研究（卒業課題）を置き、必修とす

る。 

９．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針

に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう学科ごとに適切に定める。 
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〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

教養学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１．東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログ

ラム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解したうえで、本学

での学びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２．教養学部及び各学科の教育理念・目的や教育内容を理解したうえで、教養学部及び各学科

での学びを強く望んでいる。 

⚫ 人間科学科では、人間に対する探究心をもち、学科の教育内容について自ら調べ、志

望理由を明確に表現することができる。 

⚫ 言語文化学科では、母語及び２つの言語について学ぶ意欲を強く持つとともに、言語

と文化をめぐって探究する諸分野について的確な理解と興味を有している。 

⚫ 情報科学科では、情報の起源や特徴などの本質に関して学んだのち、情報を科学的に

取り扱うために必要となる基礎的な知識や手法を修得し、情報システム系、数理科学

系、自然科学系のいずれかの分野での活用を学ぶことを強く望んでいる。 

⚫ 地域構想学科では、「よりよい地域づくり」に強い関心と意欲を持ち、学科の教育内

容を理解し、志望理由を明確に表現できる。（主体的に学ぶ態度） 

３．高等学校における学習によって、文系・理系科目それぞれの幅広い基礎的知識とそれを応

用する力を有している。（知識・技能） 

４．高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５．高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基

礎的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表

現力） 

６．スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよ

うと考えている。（知識・技能/主体的に学ぶ態度） 

７．外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうと

している。（主体的に学ぶ態度） 

◇ 地域総合学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

地域総合学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認

できた者に、地域コミュニティ学科は「学士（地域学）」、政策デザイン学科は「学士（政策

学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きること

について、自分の考えを論じることができる。特に、高い道徳性と幅広い知識を備えた市民

として、地域のあり方を深く考えることができる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判

的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することが

できる。特に、ものごとを論理的・批判的に考え、それを口頭や文章で表現することができ

る。 
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３．課題を発見し、その解決のために学修成果を活用して取り組むことができる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果

を総合的に活用することで課題の解決案を提示することができる。特に、「よりよい地域と

は何か」を深く考えることのできる能力、さまざまな立場の者と協働できる能力、現実の地

域のあり方を分析し地域の課題を自ら解決できる能力を総合的に駆使して、地域の課題に取

り組むことができる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すこ

とができる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異

なる価値観に理解を示すことができる。特に、現代の地域社会が抱える諸課題についてさ

まざまな視角から考察し、解決に向かう道筋を探求することができる。 

５．地域総合学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

地域コミュニティ学科においては、次の学修成果を示すことができる。 

(１)大学の教室だけでなく、フィールドワークを通じて地域という現場で学ぶことによ

り、地域に関する認識を深め、地域住民の視点から地域の現状と課題を具体的に把握

することができる。 

(２)学際的で科学的な学修を通じて、現実の地域が自然、産業、教育、福祉など多様な諸

要素から構成されていることを理解し、それらの複合的な連関を追究するために必要

な各種の専門的知識を活用することができる。 

(３)地域を分析し、地域の課題を見いだすために必要な種々のワークスキル、すなわち地

域調査のさまざまな手法、各種統計データの収集と分析の技法、文書資料の収集と読

解の方法、作図や作表の技法を駆使することができる。 

(４)地域に関するフィールドワークおよびデータ分析に基づいて、地域住民の視点からよ

りよき地域のあり方を構想するとともに、それを提案するためのプレゼンテーション

をおこなうことができる。 

政策デザイン学科においては、次の学修成果を示すことができる。 

(１) 地域社会の果たす役割や位置づけを、国内のみならず地球規模の社会経済システムと

の関係において、広い視点から理解することができる。 

(２) 地域社会の人びとが抱える多様な問題に対する理解を深め、それらを公正で包摂的な

社会の実現に向けた政策的課題として把握することができる。 

(３) 地域の課題を解決するために必要な政策を、政策遂行の担い手となる公共行政、経済

産業、市民社会領域それぞれの視点から多角的に考察することができる。 

(４) 学修成果を総合的に活用しながら、自ら率先して課題把握・政策提案の主体となり、

また他者と協働してその遂行にあたることができる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

地域総合学部地域コミュニティ学科は、地域総合学部の学位授与の方針に定めた学修成果

（以下「学修成果」という。）を達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程

を編成・実施する。 

１． 学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 
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２． 学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３． 学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、英語を４単

位必修、ドイツ語・フランス語・中国語・韓国朝鮮語のいずれかを２単位選択必修とす

る。 

４． 学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５． 教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての

役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 

６． 学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、学修成果の活用を主たる目的として、専門科目

に演習形式の授業科目及び総合研究を必修科目として置く。 

７． 学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基盤科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８． 学修成果５を達成することを主たる目的として、専門科目を置き、フィールドワークやグ

ループワークを通じて、地域の深い認識と学際的な手法で地域の多様な要素を研究し、専

門知識を活用する能力を高める。また、地域調査、データ分析、文書の読解といったワー

クスキルや、地域住民の視点からよりよき地域のあり方をプレゼンテーションする力を身

に付ける。 

９． 卒業所要単位及び履修方法は、専門科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針に定

めた学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。 

 

地域総合学部政策デザイン学科は、地域総合学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下

「学修成果」という。）を達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編

成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、英語を４単

位必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての
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役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 

６．学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、学修成果の活用を主たる目的として、専門科目

に演習形式の授業科目及び卒業研究を必修科目として置く。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基盤科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５を達成することを主たる目的として、専門科目を置き、フィールドワークやグ

ループワークを通じて、地域の多様な問題に対する洞察を深め、それを公正で包摂的な社

会実現の政策課題として捉えることのできる能力を高める。また、公共行政、経済産業、

市民社会に関する専門知識をバランスよく学び、地域課題を解決するための政策を立案・

遂行するのに必要な力を身に付ける。 

９．卒業所要単位及び履修方法は、専門科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針に定

めた学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

地域総合学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１． 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログラ

ム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解したうえで、本学での

学びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２． 地域総合学部の教育理念・目的や教育内容を理解したうえで、地域総合学部での学びを強く

望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

３． 高等学校における学習によって、文系・理系科目それぞれの幅広い基礎的知識とそれを応用

する力を有している。（知識・技能） 

４． 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５． 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基礎

的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表現

力） 

６． スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよう

と考えている。（知識・技能/主体的に学ぶ態度） 

７． 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうとし

ている。（主体的に学ぶ態度） 

◇ 情報学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

情報学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認でき

た者に「学士（情報学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きることに

ついて、自分の考えを論じることができる。特に、高い道徳性と幅広い知識を備え、人間と

社会のあり方を深く考え、社会の発展に貢献できる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 
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高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判的

思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用することがで

きる。特に、ものごとを論理的・批判的に考え、それを口頭や文章で表現することができ

る。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を活用して取り組むことができる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果を

総合的に活用することでその課題の解決案を提示することができる。特に、課題の発見と解

決に情報学の専門知識や関連する学修成果を活かすことができる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すことが

できる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異なる

価値観に理解を示すことができる。特に、データを扱う多様な学問分野の領域横断的な思考

力により、新たな価値を創造することができる。 

５．情報学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

(１)現代社会における情報の重要性を理解し、その役割を説明することができる。 

(２) データを解析するために必要な数理科学の知識や手法を獲得し、それらを説明すること

ができる。 

(３) 情報科学、数理科学や社会科学を用いて膨大な量のデータを解析し、得られた情報を社

会に活かすための方法を説明できる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

情報学部は、情報学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）を

達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体育

科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「人

間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３年次に

置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「知

的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目のうち

英語を４単位必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群「課

題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向けた

初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての役割

をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎とする。 

６．学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目に

おいて達成目標の一部となる。さらに、学修成果の活用を主たる目的として、専門基盤科目

に演習形式の授業科目を置く。 

７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基盤科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 
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８．学修成果５を達成することを主たる目的として、専門科目を置き、現代社会における情報の

役割を理解し、データを解析するために必要な知識や手法をアクティブラーニングや少人数

制の演習を通じて修得する。また、これらに関する全般的な基礎教育を行うことを目的とし

て、専門基盤科目を置き、情報科学、数理科学や社会科学を用いて膨大な量のデータ解析手

法をアクティブラーニングを通じて修得し、得られた情報を社会に活かす能力を獲得する。 

９．専門基盤科目、専門科目については、卒業後の進路に対応した多様な科目群を配置し、履修

方法を適切に定める。そのためのキャリア形成支援教育を専門基盤科目のなかで初年次に行

う。 

10．卒業所要単位及び履修方法は、専門科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針に定め

た学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

情報学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１． 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログ

ラム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解したうえで、本学

での学びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２． 情報学部の教育理念・目的や教育内容を理解したうえで、情報学部での学びを強く望んで

いる。現代社会における情報の重要性に関して学んだのち、データを解析するために必要

となる基礎的な知識や手法を修得し、数理科学、情報科学、社会科学のいずれかの分野で

の活用を学ぶことを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

３． 高等学校における学習によって、文系・理系科目それぞれの幅広い基礎的知識とそれを応

用する力を有している。（知識・技能） 

４． 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５． 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基

礎的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表

現力） 

６． スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよ

うと考えている。（知識・技能/主体的に学ぶ態度） 

７． 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうと

している。（主体的に学ぶ態度） 

◇ 人間科学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

人間科学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認でき

た者に「学士（人間科学）」の学位を授与する。 

１．現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

 聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きるこ

とについて、自分の考えを論じることができる。特に、高い道徳性と幅広い知識を備えた

教養ある個人として、人間と社会のあり方を深く考えることができる。 

２．高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

 高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批

判的思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び英語力を身につけ、活用するこ
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とができる。特に、ものごとを論理的・批判的に考え、それを口頭や文章で表現すること

ができる。 

３．課題を発見し、その解決のために学修成果を活用して取り組むことができる。 

 地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成

果を総合的に活用することで課題の解決案を提示することができる。特に、多様な学問領

域から学際的に得た知識・技法を総合し、人間生活の抱える種々の問題に対処することが

できる。 

４．ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すこと

ができる。 

 自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異

なる価値観に理解を示すことができる。特に、人間と社会の問題を多面的に理解し、批判

的に考えることができる。 

５．人間科学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

(１) 人間の行動とその心理過程、及びそれらを規定する諸要因の研究に特有の実証的手法を

習得することで、人間と社会に関連するデータを分析できる。 

(２) 人間の行動とその心理過程、及びそれらを規定する諸要因に関する最新の理論に基づ

き、人間と社会を多面的に捉え批判的に考えることができる。 

(３) 実習・演習および卒業研究などを通して、人間と社会における課題を自ら発見・設定

し、その解決方法を提案することができる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

人間科学部は、人間科学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という。）

を達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目

のうち英語を４単位必修、ドイツ語・フランス語・中国語・韓国朝鮮語のいずれかを２単

位選択必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての

役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 

６．学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、学修成果の活用を主たる目的として、専門教育

科目に演習形式の授業科目及び卒業研究を置き、必修とする。 
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７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５を達成することを主たる目的として、専門教育科目を置き、講義、演習、実習

といった様々な形態の教育実践を通して、人間の行動とその心理過程、及びそれらを規定

する諸要因を検討するための知識と方法を獲得し、思考力を養う。また、これらに関する

全般的な基礎教育を主たる目的として、初年次の専門教育科目に導入科目を置く。とくに

少人数制の演習を通して、文献を批判的に読む技能を修得させるとともに、初年次から実

験や調査に取り組ませることで人間行動を理解するための科学的アプローチの基礎を身に

つけさせる。 

９．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針

に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

人間科学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１． 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログラ

ム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解したうえで、本学での

学びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２． 人間科学部の教育理念・目的や教育内容を理解したうえで、人間科学部での学びを強く望ん

でいる。（主体的に学ぶ態度） 

３． 高等学校における学習によって、文系・理系科目それぞれの幅広い基礎的知識とそれを応用

する力を有している。（知識・技能） 

４． 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５． 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基礎

的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表現

力） 

６． スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよう

と考えている。（知識・技能/主体的に学ぶ態度） 

７． 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうとし

ている。（主体的に学ぶ態度） 

◇ 国際学部 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

国際学部は、所定の履修細則に従って卒業所要単位 124を修得し、次の学修成果が確認でき

た者に「学士（国際学）」の学位を授与する。 

１． 現代をよく生きることについて、キリスト教の教えをふまえた考察ができる。 

聖書がもつ今日的意義を理解し、それらをふまえながら、現代社会の中でよく生きることに

ついて、自分の考えを論じることができる。特に、グローバル化する現代社会や世界の中で

どのように生き、また他者とどのような関係を持つべきか、自分の考えを論じることができ

る。 

２． 高度な知的活動に必要な汎用的諸技能・能力及び英語力を活用できる。 

高度な知的活動の基礎となる汎用的諸技能・能力（コミュニケーション力、論理的・批判的

思考力、情報リテラシー、数理リテラシーなど）及び外国語を身につけ、活用することがで
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きる。特に、「国際補助言語」である英語の運用能力を身につけ、それを活用して、新たな

知識の習得や多様な人々との意思疎通を図ることができる。 

３． 課題を発見し、その解決のために学修成果を活用して取り組むことができる。 

地域の課題をはじめとする様々な具体的課題を見つけ、教養教育及び専門分野の学修成果を

総合的に活用することで課題の解決案を提示することができる。特に、世界の諸地域の課題

のみならず、グローバル化する世界に共通な様々な具体的課題を見つけ、他者と協働しなが

ら、解決策を模索し、行動することができる。 

４． ものごとを広く多様な視点から認識し、異なる認識・思考方法や価値観に理解を示すことが

できる。 

自己や世界を歴史・社会・自然など多様な視点から認識し、異なる認識や思考方法、異なる

価値観に理解を示すことができる。特に、自分の生きる地域や国のみならず、その外側の世

界や諸地域の社会・文化・歴史・言語の多様性を理解し、異なる認識や思考方法、異なる価

値観に理解を示しつつ、批判的に考察することができる。 

５． 国際学部においては、次の学修成果を示すことができる。 

(１)専攻分野における基本的知識、その学問分野に固有の認識や思考方法について、その概要

を説明することができる。 

(２)専攻分野以外の視点や知見から、自己の分野を相対化しつつ、両者間の相互関連性につい

ても指摘できる。 

(３)母語以外の言葉を用いて、専門的な内容を理解し、明瞭に伝えることができる。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

国際学部は、国際学部の学位授与の方針に定めた学修成果（以下「学修成果」という）を達

成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学修成果１～４を達成することを主たる目的として、教養教育科目、外国語科目、保健体

育科目を置き、１～２年次を中心に授業科目を配当する。 

２．学修成果１を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「人間的基礎」を置く。その中核として聖書とキリスト教に関する授業科目を１年次と３

年次に置き、それぞれ４単位必修、２単位選択必修とする。 

３．学修成果２を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「知的基礎」を置く。また、学修成果２を達成することを主たる目的として、外国語科目

のうち英語を４単位必修とする。 

４．学修成果３を達成することを主たる目的として、教養教育科目に全学共通の授業科目群

「課題探究」を置き、その中で自ら課題を発見し、その解決を希求する姿勢を養う。 

５．教養教育科目の「人間的基礎」、「知的基礎」、「課題探究」には、大学での学びに向け

た初年次教育、基礎教育、能動的学修への転換教育、及びキャリア形成支援教育としての

役割をもたせ、学修成果１、２、４の達成と専門教育との接続により学修成果５の基礎と

する。 

６．学修成果３は、能動的学修にむけた取り組みとして、すべての科目群、すべての授業科目

において達成目標の一部となる。さらに、学修成果の活用を主たる目的として、専門教育

科目に演習形式の授業科目を置き、少人数による双方向の学修を行う。学修成果の総括的

評価を行うために、卒業演習を必修とする。 
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７．学修成果４を達成することを主たる目的として、教養教育科目に「共通教養」科目群を置

く。また、初年次の専門基礎科目もこの学修成果を達成するための基礎とする。 

８．学修成果５の(１)(２)を達成することを主たる目的として、初年次に導入科目を、２年次

以降に３系統の専門科目を置いて、主に講義とグループワークを通して複数分野の知識を

深めた上で、３～４年次の少人数制の演習を通じて各自が課題を発見し、課題解決能力や

コミュニケーション力を身につける。また学修成果５の(３)を達成することを主たる目的

として、専門外国語科目を初年次から３年次まで置き、英語で開講される講義・演習科目

を２～３年次に置いて、各自が学問知識を深めながら外国語の運用能力を高める。 

９．卒業所要単位及び履修方法は、専門教育科目の履修を中心としながらも、学位授与の方針

に定めた学修成果をバランスよく達成できるよう適切に定める。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

国際学部は、次の点を評価して入学者を受け入れる。 

１． 東北学院大学の教育理念である「キリスト教による人格教育」及びそのための教育プログラ

ム（聖書とキリスト教に関する授業及び大学礼拝など）について理解した上で、本学での学

びを強く望んでいる。（主体的に学ぶ態度） 

２． 国際学部の教育理念・目的や教育内容を理解した上で、国際学部での学びを強く望んでい

る。（主体的に学ぶ態度） 

３． 高等学校における学習によって、国際学部での学修に必要な基礎的知識を有している。（知

識・技能） 

４． 高等学校の「コミュニケーション英語Ⅰ」で達成すべき英語力がある。（知識・技能） 

５． 高等学校の「国語総合」で達成すべき水準の日本語力を用いて、大学での学びに関わる基礎

的・一般的問題及び質問に文章及び口頭で答えることができる。（思考力・判断力・表現

力） 

６． スポーツや文化活動などで優れた実績を残し、本学入学後も課外活動の活性化に貢献しよう

と考えている。（知識・技能／学修への態度） 

７． 外国人留学生、帰国生、社会人として、大学における学修にそれぞれの強みを生かそうとし

ている。（主体的に学ぶ態度） 
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３．各学部の教学上の３つの方針に関する評価の方針（アセスメント・ポリシー） 

（2025年度入学生適用） 

◇ 文学部 

文学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位授

与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につい

て正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づき、

教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）する。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針３」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 経済学部 

経済学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位

授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につ

いて正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づ

き、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）す

る。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針３」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 
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(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 経営学部 

経営学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位

授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につ

いて正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づ

き、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）す

る。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針３」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 法学部 

法学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位授

与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につい

て正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づき、

教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）する。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 
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(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針３」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 工学部 

工学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位授

与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につい

て正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づき、

教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）する。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針３」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 教養学部 ※2022年度までの入学生適用 
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教養学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位

授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につ

いて正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づ

き、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）す

る。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針４」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 地域総合学部 

地域総合学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である

「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状

況について正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に

基づき、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）

する。 

１． アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針４」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２． アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア



 

65 

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３． アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４． 各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 情報学部 

情報学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位

授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につ

いて正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づ

き、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）す

る。 

１． アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針４」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２． アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３． アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４． 各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 人間科学部 

人間科学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学

位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況に

ついて正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づ

き、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）す

る。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針４」

及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのかについ

てのアセスメントを中心に行う。 



 

66 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を達

成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメント

を中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、本

学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれどの

程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 

◇ 国際学部 

国際学部（以下「学部」という。）は、学部における教学上の「３つの方針」である「学位

授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け入れの方針」の達成状況につ

いて正確に把握し、それを「教育の質保証」にむけた改善に活かすために、次の方針に基づ

き、教学上の成果について多様な観点から測定・評価（以下「アセスメント」という。）す

る。 

１．アセスメントは、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」及び「入学者受け

入れの方針」の３つの方針について行う。 

(１)「学位授与の方針」に関しては、同方針で求められている学修成果、特に、「方針

４」及び「方針５」の学修成果が、学生によって実際にどの程度達成されているのか

についてのアセスメントを中心に行う。 

(２)「教育課程編成・実施の方針」に関しては、「学位授与の方針」に定めた学修成果を

達成するために、適切な教育内容・方法を学生に提供しているかについてのアセスメ

ントを中心に行う。 

(３)「入学者受け入れの方針」に関しては、同方針で求められている主体的に学ぶ態度、

本学部での学びに必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力が、新入生にそれぞれ

どの程度充足されているかについてのアセスメントを中心に行う。 

２．アセスメントにおいて使用する指標としては、既に学内にあるデータを活用するととも

に、インスティテューショナル・リサーチ委員会を中心とした関係組織と連携しつつ、ア

セスメント対象の複雑性、多面性に対応できるよう、新たな指標が不断に開発されなけれ

ばならない。 

３．アセスメントは、学部点検・評価委員会が年度ごとに実施・集約し、その結果と「教学上

の３つの方針」の総合的評価を、全学点検・評価委員会に報告しなければならない。 

４．各授業科目についてもアセスメントを行う。 
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４．各学科の求める学生像（2025年度入学生適用） 

◇ 文学部 

≪英文学科≫ 

１．十分な基礎学力を有し、知的好奇心が旺盛である。 

２．論理的な思考力を有し、自分の言葉で自分の考えを明確に説明することができる。 

３．英語を含む外国語学習に強い意欲をもち実践をしている。 

４．本学科のカリキュラムを十分に理解し、４年間の勉学に関するプランをもっている。 

≪総合人文学科≫ 

１．十分な基礎学力を有し、とくに英語については充実した力を備えている。 

２．十分な読解力を有し、自分の考えを論理的に表現することができる。 

３．社会に対して強い関心をもち、積極的にかかわろうとする姿勢を有している。 

４．思想・哲学、文化・芸術、宗教・神学などの人文諸学に関心をもち、本学科での勉学に強

い意欲を有している。 

≪歴史学科≫ 

１．幅広い知識を吸収できる柔軟な思考と十分な基礎学力を有している。 

２．好奇心旺盛で、自分から率先して学び調べようとする積極性がある。 

３．歴史に関する基礎知識を有している。 

４．本学科で何を学びたいのか、目的がはっきりしている。 

≪教育学科≫ 

１．十分な基礎学力を有し、知的好奇心が旺盛である。 

２．論理的な思考力を有し、自分の言葉で自分の考えを明確に説明することができる。 

３．人の学びと教育に関して、強い関心を持っている。 

４．本学科のカリキュラムを十分に理解し、４年間の勉学に関するプランをもっている。 

◇ 経済学部 

≪経済学科≫ 

１．十分な基礎学力を有し、物事を論理的に考え自分の意見を明確に主張することができる。 

２．現代社会の動きに強い関心をもち、それについて深く調べたいと考えている。 

３．社会とは何か、とくに経済とは何かという問題に対して、探求したいという強い意欲をも

っている。 

４．本学科の開講科目に強い関心をもち、学ぶ目的がはっきりしている。 

≪共生社会経済学科≫ ※2022年度までの入学生適用 

１．十分な基礎学力を有し、本学科の教育内容とその特色をよく理解している。 

２．本学科で学びたいという明確な意志をもち、それを自分の言葉で表現することができる。 

３．ボランティア活動や国際交流など、人と人との共生に関連する活動に対して積極的に取り

組もうとする意欲をもっている。 

  



 

68 

◇ 経営学部 

≪経営学科≫ 

１．十分な基礎学力を有している。 

２．本学科への志望動機が明確であり、入学後何を学ぶのか、それを将来どのように活かすの

かについて、しっかりとしたビジョンを持っている。 

３．社会や経済、経営全般に関して興味や疑問を抱き、それらについて自分で積極的に調べる

ことができる。 

◇ 法学部 

≪法律学科≫ 

１． 学びの基礎となる「国語」「外国語（英語）」「公民」の学力が法学部で学ぶ水準に達し

ている。 

２． 本や新聞を定期的に読む習慣があり、それを通して法や政治への関心や知識を持ってい

る。 

３． 将来への目標を有しており、そのために必要となる法学部での学習内容を理解し、学習へ

の意欲を十分に持っている。 

４． 物事を筋道を立てて説明でき、自分なりの言葉で表現できる。 

◇ 工学部 

≪機械知能工学科≫ 

１．機械工学を学ぶために必要な数学、物理、英語の基礎学力を有している。 

２．技術者として必要な自立・自律する心を育てることと、社会の一員としての責任を自覚

し、積極的に学ぼうとする意欲を有している。 

３．本学科を志望する明確な理由やそれを明らかにできる活動や経験があり、それを自らの言

葉で表現することができる。 

≪電気電子工学科≫ 

１．電気電子工学を学ぶために必要な数学・物理・英語の基礎学力を有し、自ら学習しようと

する積極性を身に付けている。 

２．先端科学技術に強い関心をもち、理工系学生にふさわしい強い学習意欲と高い目標を有し

ている。 

３．本学科の教育内容を十分に理解し、本学科を志望する理由、勉学動機を有している。 

≪環境建設工学科≫ 

１．本学科で学ぶために必要な基礎学力を有し、環境・土木・建築分野の勉学と仕事に興味と

意欲を有する。 

２．本学科で学んだ知識を基礎として、様々な技術的課題を関連付けて考察でき、社会の多様

な要望に答えるために必要な「考え抜く力」を養う意欲を有する。 

３．社会人として、技術者として不可欠なコミュニケーション力を養うとともに、信頼される

社会人に不可欠な基本的人格を身につける意欲を有する。 
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≪情報基盤工学科≫ ※2022年度までの入学生適用 

１．本学科で学ぶために必要な高等学校数学の基礎的学力を有している。 

２．IT分野に強い関心を示し、関連分野の知識を習得する意欲を有している。 

３．本学科で学ぶ心構えと意欲をもち、かつ計画的な学習活動を行うことができる。 

◇ 教養学部 ※2022年度までの入学生適用 

≪人間科学科≫ 

１．人間や社会の問題に関して深い理解が得られるような本を積極的に読み、その内容を的確

に理解できる基礎的な学力を有している。 

２．人間や社会の問題を実証的に分析する上で基礎となる数学的な思考力を備えている。 

３．自分の興味関心と将来の目標について、筋道を立てて自分なりの言葉で説明することがで

きる。 

４．人間に対する探究心をもち、本学科の教育内容について自ら調べ、志望理由を明確に表現

することができる。 

≪言語文化学科≫ 

１．英語をはじめとした十分な基礎学力を有している。 

２．日本語と英語のほか、ドイツ語、フランス語、中国語、韓国・朝鮮語のいずれかを学ぶ強

い意欲がある。 

３．自分の考えや興味関心を理路整然と説明できる。 

４．言語と社会をめぐる事象、とりわけ生活文化（衣食住、コミュニケーション、家族、ジェ

ンダー、民族、宗教など）や表現文化（文学、思想、映画、演劇、美術、音楽など）につ

いて、的確な理解と興味を有している。 

≪情報科学科≫ 

１．十分な基礎学力と理解力を有し、あわせて情報システム系、数理科学系、自然科学系のい

ずれかの科目に強い興味と関心をもっている。 

２．一般社会における情報技術の必要性や役割を理解し、関連する諸学問分野に広く興味と関

心をもっている。 

３．自分の考えについて、筋道を立てて自分なりの言葉で表現することができる。 

４．本学科のカリキュラムを理解し、目的意識をもちながら専門的に学ぶ意欲を有している。 

≪地域構想学科≫ 

１．十分な基礎学力を有している。 

２．地域で生じている多様な現象・問題に関心をもち、それを深く探求・解決しようとする強

い意志を有している。 

３．学校内外の活動に積極的に取り組んだ経験をもち、その内容を自らの言葉で表現し説明す

ることができる。 
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４．本学科の教育内容とその特色をよく理解し、将来も地域に積極的にかかわっていこうとす

る明確な目的と意欲を有している。 

◇ 地域総合学部 

≪地域コミュニティ学科≫ 

１．十分な基礎学力を有している。 

２．地域で生じている多様な現象・問題に関心をもち、それを深く探求・解決しようとする強

い意志を有している。 

３．学校内外の活動に積極的に取り組んだ経験をもち、その内容を自らの言葉で表現し説明す

ることができる。 

４．本学科の教育内容とその特色をよく理解し、将来も地域に積極的にかかわっていこうとす

る明確な目的と意欲を有している。 

≪政策デザイン学科≫ 

１．十分な基礎学力を有し、本学科の教育内容とその特色をよく理解している。 

２．本学科で学びたいという明確な意志をもち、それを自分の言葉で表現することができる。 

３．ボランティア活動や国際交流など、人と人との共生に関連する活動に対して積極的に取り

組もうとする意欲をもっている。 

◇ 情報学部 

≪データサイエンス学科≫  

１．十分な基礎学力と理解力を有し、あわせて情報科学系、数理科学系、社会科学系のいずれ

かの科目に強い興味と関心をもっている。 

２．本学科のカリキュラムを理解し、卒業まで目的意識をもちながら専門的に学ぶ意欲を有し

ている。 

３．一般社会においてデータや情報がどのような役割を果たしているかを理解し、関連する諸

学問分野に広く興味と関心をもっている。 

４．他者の意見や価値観に耳を傾け、自分の考えについて筋道を立てて自分なりの言葉で表現

することができる。 

◇ 人間科学部 

≪心理行動科学科≫ 

１．人間の心や身体、社会の問題に関して深い理解が得られるような本を積極的に読み、その

内容を的確に理解する基礎的な学力を有すること。 

２．人間の心や身体、社会の問題を実証的に分析する基礎となる数学的思考力を備えているこ

と。 

３．自分の興味関心と将来の目標について筋道を立てて自分なりの言葉で説明できること。 

４．人間に対する探究心をもつとともに、本学科の提供する教育内容について自ら調べて、志

望理由を明確に表明できること。 
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◇ 国際学部 

≪国際教養学科≫ 

１．十分な基礎学力を有し、英語、中国語、韓国・朝鮮語のいずれかを学び続ける意志がある。 

２．多様な言語、文化、文明、宗教、国や地域の成り立ちや関係などについて、興味を有している。 

３．学びへの意欲と興味が、過去の経験や現在の状況、あるいは将来の展望と結びついている。 

４．自分の考えを、筋道を立てて自分なりの言葉で説明することができる。 
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Ⅳ．大学院各研究科の基本方針 

１．各研究科の理念・目的及び教育目標（2025年度入学生適用） 

◇ 文学研究科 

１ 理念・目的 

キリスト教による人格教育を基礎として、文化と歴史の観点から、複雑に絡み合い、多様な

形態をみせる人間個々人とそれが構成する社会の過去と現在を理解する能力を有するための教

育と研究を展開する。 

２ 教育目標 

複数教員による指導体制と学際的な研究体制に基づき、高度の専門的知識と能力を有する職

業人の養成及び国際的な評価にも耐えうる研究能力の養成を目的とする教育と研究を展開す

る。 

≪英語英文学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《英語英文学専攻博士前期課程》 

主として英米文学や英語学に関わる先端的な理論を含む多様な知見の修得及び精密な原典読

解を通して、独創的な研究活動の涵養を目指すとともに、教員をはじめとした専門的職業人と

して社会に貢献できる人材を養成する。 

 

《英語英文学専攻博士後期課程》 

主として英米文学や英語学に関わる先端的な理論を含む多様で学術的な価値のある知見の修

得及び精密な原典読解を通して、独創的な研究活動の涵養を目指すとともに、教員をはじめと

した専門的職業人として社会に貢献し、学際的かつ高度な研究を自立して継続的に遂行できる

人材を養成する。 

 

２ 教育目標 

《英語英文学専攻博士前期課程》 

１．複数教員による指導体制を採りながら、英米文学、英語学・言語学、英語教育学・応用言

語学の分野に関わる多様な研究の紹介や最新の理論の分析などを通じて、幅広い視点と基

礎的な知識を修得させながら、創造性豊かな専門的研究能力を身につける。 

２．原典の精密な読解や分析及び高度な専門知識をもって、英米文学、英語学・言語学、英語

教育学・応用言語学に関わる専門教育等において、地域社会やグローバルな場で貢献しう

る能力を身につける。 

３．オリジナリティ溢れる研究成果を積極的に発表することを奨励し、研究意識を向上させ、

専門的研究分野へ学問的に貢献できる能力を身につける。 

 

《英語英文学専攻博士後期課程》 

１．複数教員による指導体制を採りながら、英米文学、英語学・言語学、英語教育学・応用言

語学の分野に関わる多様な研究の紹介や最新の理論の分析などを通じて、創造的かつ高度

な専門的研究能力を身につける。 
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２．英米文学、英語学・言語学、英語教育学・応用言語学に関わる専門教育等において、高度

な専門知識を活用して積極的に地域社会やグローバルな場で貢献しうる人材を養成すると

ともに、学際的かつ高度な研究を自立して継続的に遂行できる能力を身につける。 

３．オリジナリティ溢れる研究成果を積極的に発表することを奨励し、高度な専門知識をもっ

て専門的研究分野に貢献できる能力を身につける。 

≪ヨーロッパ文化史専攻≫ 

１ 理念・目的 

《ヨーロッパ文化史専攻博士前期課程》 

キリスト教を基盤とするヨーロッパ文化を歴史的に考究し高度の専門的知識を修得すること

を基本理念とし、これによって、グローバル化した現代世界について的確な判断と能力を持っ

た人材を養成する。 

《ヨーロッパ文化史専攻博士後期課程》 

キリスト教を基盤とするヨーロッパ文化を歴史的に考究し極めて高度な専門的知識と研究力の

修得を基本理念とする。これにより、ヨーロッパ文化史領域において独創性のある高度な研究を

自立して遂行できる人材を養成する。 

 

２ 教育目標 

《ヨーロッパ文化史専攻博士前期課程》 

１．複数教員による指導体制の下、一次史料に基づいたヨーロッパの文化と歴史に関する幅広

い視点、基礎知識を修得させる。 

２．演習・論文指導などを通じて、主体的で独創的な問題設定と問題解決能力を向上させる。 

３．研究成果を国内外の学会や学術誌に発表することを促し、グローバルな研究意識を高め

る。 

４．グローバル・スタンダードの教養を身につけさせ、多様な分野で社会貢献できる専門的職

業人を育成する。 

《ヨーロッパ文化史専攻博士後期課程》 

１．複数教員による指導体制の下、一次史料に基づいたヨーロッパの文化と歴史に関する学際

的研究方法と高度な専門知識を修得させる。 

２．演習・論文指導などを通じて、主体的で極めて独創的な問題設定と問題解決能力を向上さ

せる。 

３．研究成果を国内外の学会や学術誌に発表することを強く促し、高度かつ独創的な専門研究

意識を高める。 

４．グローバル・スタンダードの教養を身につけさせ、多様な分野で社会貢献するとともに独

創的な研究能力のある専門的職業人を育成する。 

≪アジア文化史専攻≫ 

１ 理念・目的 

《アジア文化史専攻博士前期課程》 

日本とアジア各地の歴史と文化について、専門的で学術的な価値のある知見を備え、地域研

究を重視しながら、国家や民族を越えた広い視野に立って深く思考し、学際的かつ高度な研究

ができる人材を養成する。 
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《アジア文化史専攻博士後期課程》 

日本とアジア各地の歴史と文化について、極めて専門的で、学術的な価値のある知見を備

え、地域研究を重視しながら、国家や民族を越えた広い視野に立って深く思考し、学際的かつ

高度な研究を自立して継続的に遂行できる人材を養成する。 

 

２ 教育目標 

《アジア文化史専攻博士前期課程》 

１．複数教員による指導体制の下、日本とアジア各地の歴史と文化に関する幅広い視点及び基

礎的な知識を修得させながら、専門的で学際的な研究能力を身につける。 

２．日本とアジア各地での原典調査と実地調査の実践を促し、独創的な問題設定と独自の問題

解決能力を修得させながら、専門的な教育と研究に関わる地域社会の多様な分野で活躍し

うる人材を養成する。 

３．研究成果を国内外の学会や学術誌で積極的に発表することを奨励し、グローバルな研究意

識を向上させ、高度な専門的知識と能力を有し、それを活用する人材を養成する。 

 

《アジア文化史専攻博士後期課程》 

１．複数教員による指導体制の下、日本とアジア各地の歴史と文化に関する先端的で高度な研

究方法と知識を修得させながら、専門的で学際的な高い研究能力を身につける。 

２．日本とアジア各地での原典調査と実地調査を自ら実践し、独創的な問題設定と独自の問題

解決能力を修得させながら、専門的な教育と研究に積極的にたずさわる自立した人材を養

成する。 

３．研究成果を国内外の学会や学術誌で積極的に発表することを奨励し、高度な専門的知識と

能力をもって国際的に通用しうる研究能力を涵養し、日本やアジア各地の教育や研究等で

指導的役割を果たしうる専門的職業人を養成する。 

◇ 経済学研究科 

１ 理念・目的 

経済学研究科は、キリスト教による人格教育を基礎として、経済学の知識を修得することに

より社会の発展に寄与し、課題解決力に富む人材、地域経済の推進力となって活躍する人材を

養成する。 

 

２ 教育目標 

経済学研究科は、経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び基本的な知識と、経済学に

関する高度で専門的な知識を有し、課題解決策を提案することによって、社会に貢献できる能

力を身につける。その知識を活用して得られた研究成果を公表し、専門的で学術的価値のある

知見を得る。 

≪経済学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《経済学専攻博士前期課程》 
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経済学専攻博士前期課程は、経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び基本的な知識を

持ち、理論的、実証的又は歴史的に分析し、課題解決策を提案できる人材として、研究者、教

員、専門職員、企業人など幅広い人材を養成する。 

 

《経済学専攻博士後期課程》 

経済学専攻博士後期課程は、経済・社会の諸問題に関する多角的な視点、高度な知識及び理

論的、実証的又は歴史的に高度な分析能力を持ち、課題解決策を提案できる経済の推進力とな

る研究者、教員、専門職員、企業人など幅広い人材を養成する。 

 

２ 教育目標 

《経済学専攻博士前期課程》 

経済学専攻博士前期課程は、理念・目的に示した人材を養成するために、次に示す教育を行

う。 

１．経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び基本的な知識を身につける。 

２．経済学に関する高度で専門的な知識を有し、理論的、実証的又は歴史的に課題解決策を提

案することによって社会に貢献できる能力を身につける。 

３．経済学の知識を活用して得られた研究成果を公表し、専門的で学術的価値のある知見を得

る。 

 

《経済学専攻博士後期課程》 

経済学専攻博士後期課程は、理念・目的に示した人材を養成するために、次に示す教育を行

う。 

１．経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び高度な知識及び思考力を身につける。 

２．経済・社会の事象や問題に関する高度で専門的な知識を有し、理論的、実証的又は歴史的

に課題解決策を提案することによって社会に貢献できる能力を身につける。 

３．経済学の知識を活用して得られた研究成果を公表し、自立した研究者として必要な高度に

専門的で学術的価値のある知見を得る。 

≪経済データサイエンス専攻修士課程≫ 

１ 理念・目的 

経済データサイエンス専攻修士課程は、経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び基本

的な知識を持ち、経済学及び数理・データサイエンス・AIの専門知識やスキルを活用して課題

解決策を提案できる、地域経済の推進力となる人材を養成する。 

２ 教育目標 

経済データサイエンス専攻修士課程は、理念・目的に示した人材を養成するために、次に示

す教育を行う。 

１．経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び基本的な知識、数理・データサイエンス・

AIに関する専門的な知識及びスキルを身につける。 

２．経済・社会の諸問題に関する高度で専門的な知識を有し、計量的に課題解決策を提案する

ことによって社会に貢献できる能力を身につける。 

３．経済学及び数理・データサイエンス・AIの知識を活用して得られた研究成果を公表し、専

門的で学術的価値のある知見を得る。 
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◇ 経営学研究科 

≪経営学専攻修士課程≫ 

１ 理念・目的 

キリスト教による人格教育を基礎として、経営学の理論及び応用を教授し、専攻分野の研究

能力を養うことによって、研究者、教員、専門職、企業人など幅広い人材を育成し、社会の進

展に寄与する。 

１．研究者・教育者を養成するだけではなく、経営に関する高度な専門知識（会計スペシャリ

スト）及びマネジメント能力（ビジネス・マネジャー）を有する職業人をも養成する。 

２．経験を理論化しようとする人、解決しなければならない問題を抱えている人及び自らのキ

ャリアを発展させようとしている人の研究課題をサポートする。 

 

２ 教育目標 

主指導教員及び副指導教員による教育の下、広い分野の学識を授け、高度の専門性を要する

職業等に必要な能力又は専攻分野における研究能力を養うために、次に示す教育を行う。 

１．修士論文を完成させる過程において、高度な専門知識を獲得する。 

２．企業経営者、組織体の管理者に必要な倫理、構想力、問題解決能力を身につける。 

３．古典的文献を通じた幅広い領域の理解及び基本的な概念の把握により、体系的に経営理論

を学ぶ。 

◇ 法学研究科 

１ 理念・目的 

キリスト教による人格教育を基礎として、法学又は政治学の理論及びその応用を教授し、専

攻分野の研究能力を養うことによって、専門職業人、高度な専門知識を生かした企業人、高度

な専門知識を有する社会人、研究者など幅広い人材を養成し、社会の進展に寄与する。 

 

２ 教育目標 

法学研究科は、理念・目的に示した人材を養成するために、次に示す教育を行う。 

≪法律学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《法律学専攻博士前期課程》 

人間の尊厳への深い理解を追求しつつ、法学又は政治学についての先進的な研究を推進する

とともに、法学又は政治学に関する体系的な、最新の知識とその応用力を備えた人材を養成す

る。 

 

《法律学専攻博士後期課程》 

人間の尊厳への深い理解を追求しつつ、法学又は政治学についての先進的な研究を推進する

とともに、法学又は政治学に関する高度に専門的かつ体系的な、最新の知識とその応用力を備

えた人材を養成する。 

 

２ 教育目標 

《法律学専攻博士前期課程》 

１．法学又は政治学に関する幅広い視野、基本的な知識及び思考力を身につける。 
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２．法学又は政治学に関するいくつかの特定テーマについて専門的な知識を獲得する。 

３．法学又は政治学に関する研究課題について、専門的で学術的な価値のある知見を獲得す

る。 

４．法学又は政治学に関する学術研究の遂行及び成果の公表にむけて、研究者として必要な知

識、技能、意識を身につける。 

 

《法律学専攻博士後期課程》 

１．法学又は政治学に関する幅広い視野、専門的な知識及び思考力を身につける。 

２．法学又は政治学に関する研究課題について、高度に専門的で、学術的な価値の高い知見を

獲得する。 

３．法学又は政治学に関する学術研究の継続的遂行及び成果の公表にむけて、自立した研究者

として必要な知識、技能、意識を身につける。 

◇ 工学研究科 

１ 理念・目的 

キリスト教精神と幅広い教養教育を基礎に、工学は人間の生活や社会に直接かかわる応用的

科学技術の分野であるという認識を前提として、人間と自然の調和、共生という観点に立ち、

地域社会発展に資する工学技術を推し進め、創意工夫を行う。この理念の下に、国民の健康で

文化的な生活を確保するとともに、人類の福祉に貢献する工学技術者を養成する。 

 

２ 教育目標 

工学研究科で行う教育は、次に示す事項を達成することを目標とする。 

１．社会の変化、技術の進展に対応できる専門分野の基礎学力を持つ。 

２．高い倫理観を有し、新しい課題を自ら考え、かつ、実行する能力を有し、社会及び組織で

リーダーシップが発揮できる。 

３．自律心、隣人愛を有し、国際的に活躍できる。 

≪機械工学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《機械工学専攻博士前期課程》 

機械工学専攻博士前期課程では、専門性を要する職業等に必要な能力と基本的な問題解決能

力を身につけ、社会人としての素養と倫理観を兼ね備えた信頼されるエンジニアを養成する。 

 

《機械工学専攻博士後期課程》 

機械工学専攻博士後期課程では、高度な専門性を要する職業等に必要な能力と自立して問題

を解決する能力を身につけ、科学技術の急速な進歩にも柔軟に対応できる国際的にトップレベ

ルのエンジニア及び研究者を養成する。 

 

２ 教育目標 

《機械工学専攻博士前期課程》 

機械工学専攻博士前期課程で行う教育は、次に示す事項を達成することを目標とする。 

１．機械工学分野に関連した幅広い基礎的知識を有し、それを活用して諸問題を解決できる能

力を身につけた上で、最新技術にも対応できる。 
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２．機械工学関連分野について広い学識を有し、技術者として必要な倫理観をもって社会貢献

できる。 

３．機械工学分野の専門的な業務従事者になるための研究遂行能力及びコミュニケーション・

プレゼンテーション能力を向上させる。 

 

《機械工学専攻博士後期課程》 

機械工学専攻博士後期課程で行う教育は、次に示す事項を達成することを目標とする。 

１．機械工学分野に関連した幅広い高度な知識を有し、それを活用して専門性の高い諸問題を

解決できる能力を身につけた上で、科学技術の急速な進歩にも柔軟に対応できる。 

２．機械工学関連分野について専門的な学識を有し、トップレベルの技術者としての高い倫理

観を合わせもって社会に十分貢献できる。 

３．機械工学分野の高度な業務に従事するスペシャリストになるための自立した研究遂行能力

及び国際的なコミュニケーション・プレゼンテーション能力を向上させる。 

≪電気工学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《電気工学専攻博士前期課程》 

電気工学専攻博士前期課程では、電気工学が人間社会の科学技術と生活環境の進化を支える

基盤となっていることを深く理解し、急速に変化する社会の要求に応えるため、専門分野の研

究を通じて高度な自律心と実践力を備え、建学の精神に基づく倫理観と社会的な素養を身につ

けた創造性豊かな人材を養成する。 

 

《電気工学専攻博士後期課程》 

電気工学専攻博士後期課程では、電気工学が人間社会の科学技術と生活環境の進化を支える

基盤となっていることを深く理解し、急速に変化する社会の要求に応えるため、専門分野の研

究を通じて高度な自律心と実践力を備え、建学の精神に基づく倫理観と社会的な素養を兼ね備

え、社会の指導的地位で活躍できる創造性豊かな研究者・技術者を養成する。 

 

２ 教育目標 

《電気工学専攻博士前期課程》 

電気工学専攻博士前期課程で行う教育は、次に示す事項を達成することを目標とする。 

１．担当教員の指導の下で研究・開発を進めることにより、主体的、かつ、積極的な姿勢で考

え行動できる研究・開発能力や将来の技術に対する幅広い視点、基礎知識及び洞察力を身

につける。 

２．研究・開発を進める上で必要となる常識的な判断能力、情報収集能力及び表現能力を身に

つける。専門分野に係わる高度な専門的知識を修得するとともに、これのみならず技術者

としての裾野を拡げるため、他分野の専門知識も積極的に修得する。更に専攻分野の諸問

題について理論的、実証的に分析し、その結果を社会貢献に活かす。 

３．ＴＡ制度や研究室内の後輩の研究指導等によりリーダーシップ能力を育成するとともに、

研究室活動、学会活動等により、社会人として必須な協調性を高める。専門知識を活用し

て課題解決策を提案し、その思考方法と研究成果を公表する。 

 

《電気工学専攻博士後期課程》 
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電気工学専攻博士後期課程で行う教育は、次に示す事項を達成することを目標とする。 

１．担当教員の指導の下で研究・開発を進めることにより、主体的、かつ、積極的な姿勢で考

え行動できる研究・開発能力や将来の技術に対する幅広い視点、基礎知識及び洞察力を身

につける。 

２．研究・開発を進める上で必要となる常識的な判断能力、情報収集能力及び表現能力を身に

つける。専門分野に係わる高度な専門的知識を修得するとともに、これのみならず技術者

としての裾野を拡げるため、他分野の専門知識も積極的に修得する。更に専攻分野の諸問

題について理論的、実証的に分析し、その結果を社会貢献に活かす。 

３．ＴＡ制度や研究室内の後輩の研究指導等によりリーダーシップ能力を育成するとともに、

研究室活動、学会活動等により、社会人として必須な協調性を高める。専門知識を活用し

て課題解決策を提案し、その思考方法と研究成果を公表し、リーダーシップを発揮でき

る。 

≪電子工学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《電子工学専攻博士前期課程》 

電子工学専攻博士前期課程では、急速な技術革新を遂げる電子工学分野の基礎的な実験手法

と専門知識を修得し、社会人としての素養と倫理観を兼ね備え、社会貢献できるエンジニアを

養成する。 

 

《電子工学専攻博士後期課程》 

電子工学専攻博士後期課程では、電子工学分野におけるより幅広くかつ高度な実験手法と専

門知識を修得するとともに、世界に貢献できる国際的にトップレベルのエンジニアを養成す

る。 

 

２ 教育目標 

《電子工学専攻博士前期課程》 

電子工学専攻博士前期課程における教育は、次に掲げる事項を達成することを目標とする。 

１．工学技術者として必要な倫理観とそれを実社会で活用するための広範な知識及びマテリア

ル・デバイス工学及び電子計測学分野に関する電子工学の先端的知識を修得させる。 

２．少人数教育による「工学特別演習」と「工学修士研修」の実践を通した研究遂行能力の鍛

錬を通して、研究遂行能力を向上させる。 

３．十分な英語コミュニケーション能力と自らの専門分野の文献調査及び発表能力を身につけ

る。 

 

《電子工学専攻博士後期課程》 

電子工学専攻博士後期課程における教育は、次に掲げる事項を達成することを目標とする。 

１．工学技術者として必要な倫理観とそれを実社会で活用するための広範な知識及びマテリア

ル・デバイス工学及び電子計測学分野に関する電子工学の先端的知識及び国際的に通用す

る見識を身につける。 

２．少人数教育による「工学博士研修」の実践を通した研究遂行能力の鍛錬を通して、国際的

に第一線で活躍できる研究遂行能力を身につける。 
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３．国際会議で齟齬なく意思疎通できる英語コミュニケーション能力と自らの専門分野の文献

調査及び発表能力を高める。 

≪環境建設工学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《環境建設工学専攻博士前期課程》 

環境建設工学専攻博士前期課程では、地球及び地域環境を保全しつつ人々の生活を豊かにす

る社会基盤を創造し、これまでに蓄積してきた社会資本を維持・管理する営みを発展させるた

め、専門分野に関する学習・研究を通じて、高い自律心と実践能力、社会人としての素養と倫

理観を兼ね備えた、創造性豊かな技術者を養成する。 

 

《環境建設工学専攻博士後期課程》 

環境建設工学専攻博士後期課程では、地球及び地域環境を保全しつつ人々の生活を豊かにす

る社会基盤を創造し、これまでに蓄積してきた社会資本を維持・管理する営みを発展させるた

め、専門分野に関する学習・研究を通じて、高い自律心と実践能力、社会人としての素養と倫

理観を兼ね備え、社会の指導的地位で活躍できる創造性豊かな研究者・技術者を養成する。 

 

２ 教育目標 

《環境建設工学専攻博士前期課程》 

環境建設工学専攻博士前期課程における教育は、広い視野に立って学識を深め、志望する専

門分野に関する高度専門技術を修得するとともに、次に掲げる事項を達成することを目標とす

る。 

１．環境工学及び建設工学に関連する広範な専門基礎知識と技術を着実に修得し、さらに、専

門分野の先端的な知識を学び、理解する。 

２．ある問題に対する研究を通して自らの力で情報を収集し、評価・分析し、対応策を模索し

て実践し、得られた結果を総括し、当該問題に対してよりよい改善策を提案して社会貢献

に生かす。 

３．研究成果を公に発表することにより、技術者としてのコミュニケーション能力、プレゼン

テーション能力、プロジェクト管理能力などを修得する。 

 

《環境建設工学専攻博士後期課程》 

環境建設工学専攻博士後期課程における教育は、専攻分野の研究者・教育者として必要な研

究能力、高度専門知識及び社会人として必要とされる工学他分野の知識を修得するとともに、

次に掲げる事項を達成することを目標とする。 

１．環境工学及び建設工学に関連する広範な専門基礎知識と技術を着実に修得し、さらに、専

門分野の先端的な知識を学び、身につけ、国際社会においても議論できる。 

２．ある問題に対する研究を通して自らの力で情報を収集し、評価・分析し、対応策を模索し

て実践し、得られた結果を総括し、当該問題に対してよりよい方法等を提案し、よりよい

改善策を提案し、安全・安心な社会や持続可能な社会環境の構築に貢献できる。 

３．研究成果を公に発表することにより、技術者としてのコミュニケーション能力、プレゼン

テーション能力、プロジェクト管理能力などを修得し、リーダーシップを発揮できる。 

◇ 人間情報学研究科 
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１ 理念・目的 

人間情報学研究科は、キリスト教による人格教育を基礎として、社会情報学、行動情報学、

生命・情報学に関わる専門分野の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、広く文化の

進展に寄与することを目的とする。 

 

２ 教育目標 

人間情報学研究科は、理念・目的に示した人材を養成するために、次に示す教育を行う。 

≪人間情報学専攻≫ 

１ 理念・目的 

《人間情報学専攻博士前期課程》 

人間情報学専攻博士前期課程では、人間情報学の諸問題に関する多角的な視点及び基本的な

知識と技能を持ち、その問題を理論的・実証的に分析し、得られた知見をふまえた課題解決策

を提案できる人材を養成する。 

 

《人間情報学専攻博士後期課程》 

人間情報学専攻博士後期課程では、人間情報学の諸問題に関する多角的な視点及び高度な知

識と技能を持ち、その問題を理論的・実証的に分析し、得られた知見をふまえた課題解決策を

提案できる自立した人材を養成する。 

 

２ 教育目標 

《人間情報学専攻博士前期課程》 

人間情報学専攻博士前期課程では、理念・目的に示した人材を養成するために、次に示す教

育を行う。 

１．学際性の重視：社会情報学、行動情報学、生命・情報学に地域情報学分野を加えたカリキ

ュラムによって、多様な専門領域の有機的連携を重視した学際性の高い教育研究を行う。 

２．社会貢献：望ましい情報化社会の実現に貢献する教育研究機関として、社会の要望に応え

る。 

３．知の実践的統合：地域社会の諸課題に取り組む社会人など、幅広い経験や背景を持つ者も

大学院学生として受け入れ、知の実践的統合を促進する。 

４．学際的な指導体制：異分野の教員も指導教員として加える研究指導体制により、１に掲げ

る教育目標を実現する。 

 

《人間情報学専攻博士後期課程》 

人間情報学専攻博士後期課程では、理念・目的に示した人材を養成するために、次に示す教

育を行う。 

１．学際性の重視：社会情報学、行動情報学、生命・情報学に地域情報学分野を加えたカリキ

ュラムによって、多様な専門領域の有機的連携を重視した学際性の高い教育研究を行う。 

２．社会貢献：望ましい情報化社会の実現に貢献する教育研究機関として、社会の要望に高度

な解決策を提案できる。知の実践的統合：地域社会の諸課題に取り組む社会人など、幅広

い経験や背景を持つ者も大学院学生として受け入れ、知の実践的統合を促進する。 

３．学際的な指導体制：異分野の教員も指導教員として加える研究指導体制により、１に掲げ

る教育目標を実現する。 
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２．各研究科の教学上の３つの方針（2025年度入学生適用） 

◇ 文学研究科 

＜博士前期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

文学研究科は、博士前期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文の審査及び最終試験によって、

次の学修成果を達成したと認められる者に、「修士（文学）」の学位を授与する。 

１．英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する幅広い視野、基本的な知識及び

思考力を有する。 

２．英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する研究課題について、専門的で学

術的な価値のある知見を有する。 

３．英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する学術研究の遂行及び成果の公表

にむけて、研究者として必要な知識、技能、意識を有する。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

文学研究科は、博士前期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するため、

次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１を達成することを主たる目的として、「基礎科目」又

は「選択必修科目」を置く。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果１及び２を達成することを主たる目的として、英語英文

学専攻では提携した他大学院の授業科目の中から選択履修することができるものとし、10

単位を限度として課程修了に必要な単位として認める。ヨーロッパ文化史及びアジア文化

史専攻では、相互に選択履修することができるものとし、４単位を限度として課程修了に

必要な単位として認める。 

３．学位授与の方針に定めた学修成果２及び３を達成することを主たる目的として、コースワ

ーク科目とリサーチワーク科目をバランス良く置き、必要な研究指導を行う。 

４．研究指導においては、口頭発表、修士論文の執筆を通じて研究者として必要な能力を養

う。 

５．本課程が目的とする人材養成の多様性に対応するため、複数教員による指導体制を採る。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

文学研究科は、次の点を確認することにより、博士前期課程への入学者を受け入れる。 

１．次の(１)～(３)の人材養成及び再教育という、この課程の目的に合致する入学志望動機と

研究課題を有する。 

(１)英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する高度な専門知識を生かした職

業人（教員、学芸員など） 

(２)英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する高度な専門知識を有する社会

人 

(３)英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史を専門とする研究者 
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２．この課程における学修に必要な水準の一般的学力（外国語を含む）を有する。 

３．この課程における高度な専門知識を有する社会人。 

＜博士後期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

文学研究科は、博士後期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した博士論文の審査及び最終試験によって、

次の学修成果を達成したと認められる者に、「博士（文学）」の学位を授与する。 

１．英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する幅広い視野、専門的な知識及び

思考力を有する。 

２．英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する研究課題について、高度に専門

的で、学術的な価値の高い知見を有する。 

３．英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する学術研究の継続的遂行及び成果

の公表にむけて、自立した研究者として必要な知識、技能、意識を有する。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

文学研究科は、博士後期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するため、

次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１及び２を達成することを主たる目的として、「演習Ⅰ

～Ⅳ」を置き、必修とする。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、「論文指導Ⅰ・

Ⅱ」を置き必修とするとともに、研究指導を行う。 

３．研究指導においては、口頭発表、博士論文の執筆を通じて研究者として必要な高度な能力

を養う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

文学研究科は、次の点を確認することにより、博士後期課程への入学者を受け入れる。 

１．英語英文学、ヨーロッパ文化史又はアジア文化史に関する研究者の養成という、この課程

の目的に合致する入学志望動機と研究課題を有する。 

２．この課程における学修に必要な、高い水準の一般的学力（外国語を含む）を有する。 

３．この課程における学修に必要な高度に専門的な知識を有する。 

４．研究課題に関して、専門的で学術的価値のある知見を有する。 

◇ 経済学研究科 

＜博士前期課程（経済学専攻）＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

経済学研究科は、博士前期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文の審査及び最終試験によっ

て、次の学修成果を達成したと認められる者に、「修士（経済学）」の学位を授与する。 

１．経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び基本的な知識を有すること。 

２．経済・社会の事象や問題について理論的、実証的又は歴史的に分析すること。 
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３．経済・社会の諸問題に関する研究課題について、専門的で学術的な価値のある知見を有

し、課題解決策を提案できること。 

４．経済・社会に関する諸問題に、経済学の知識を活用して学術研究を遂行し、研究成果の公

表にむけて、研究者又は高度な実務者として必要な知識、技能、意欲を有すること。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

経済学研究科は、博士前期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するた

め、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１及び２を達成することを主たる目的として、１年次に

選択必修科目として「研究科基礎」科目を置くとともに、研究科講義科目として「経済理

論」科目、｢応用経済｣科目、｢歴史｣科目を置く。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、１年次から「研

究科演習」科目を置くとともに、必要な研究指導を行う。 

３．学位授与の方針に定めた学修成果４を達成することを主たる目的として、１年次の「研究

科演習」科目に加えて２年次の｢研究科論文指導｣によって必要な研究指導を行い、指導教

員以外の教員からも助言を受けるために修士論文の「中間報告会」を設ける。 

４．研究指導においては、主指導教員を中心として複数教員体制を採り、データ収集・分析、

文章作成、口頭発表、修士論文の執筆を通じて、研究者又は高度な実務者として必要な能

力を身につけることができるよう、指導を行う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

経済学研究科は、次の点を確認することにより、博士前期課程への入学者を受け入れる。 

１．本課程の学修に必要な経済学に関する基礎学力と明確な研究計画を有していること。 

２．本課程の学修において必要な経済学の専門知識や研究能力を修得しようとする意欲を有す

ること。 

３．社会経験をもとに経済・社会の問題に関して深く研究したいという姿勢をもっているこ

と。 

＜博士後期課程（経済学専攻）＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

経済学研究科は、博士後期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を

修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した博士論文の審査及び最終試験によっ

て、次の学修成果を達成したと認められる者に、「博士（経済学）」の学位を授与する。 

１．経済・社会の諸問題に関する多角的な視点、高度な知識及び思考力を有すること。 

２．経済・社会の事象や問題について理論的、応用経済的又は歴史的に高度な分析能力を有す

ること。 

３．経済・社会の諸問題に関する研究課題について、専門的で学術的な価値のある知見を有

し、課題解決策を提案できること。 

４．経済・社会に関する諸問題に、経済学の知識を活用して主体的に学術研究を遂行し、研究

成果の公表にむけて、自立した研究者として必要な知識、技能、意欲を有すること。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
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 経済学研究科は、博士後期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するた

め、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１及び２を達成することを主たる目的として、「経済学

特別演習Ａ」及び「経済学特別演習Ｂ」を置き、必修とする。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果３及び４を達成することを主たる目的として、「論文指

導」を置き必修とするとともに、研究指導を行い、指導教員以外の教員からも助言を受け

るために博士論文の「中間報告会」を設ける。 

３．研究指導においては、主指導教員を中心として複数教員体制を採り、データ収集・分析、

文章作成、口頭発表、博士論文の執筆を通じて、自立した研究者として必要な高度に専門

的で学術的な能力を身につけることができるよう、指導を行う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

経済学研究科は、次の点を確認することにより、博士後期課程への入学者を受け入れる。 

１．経済学に関する自立した研究者を目指すという明確な目標と研究課題を有すること。 

２．経済学に関する高度な専門的な知識を有すること。 

３．経済学に関する研究課題に関して、専門的で学術的価値のある知見を有すること。 

 

＜修士課程（経済データサイエンス専攻）＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

経済学研究科は、経済データサイエンス専攻修士課程において、所定の履修方法に従って必

要となる単位数以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出したリサーチペーパ

ーの審査及び最終試験によって、次の学修成果を達成した者に、「修士（経済データサイエン

ス）」の学位を授与する。 

１．経済・社会の諸問題に関する多角的な視点及び基本的な知識を有すること。 

２．数理・データサイエンス・AIに関する専門知識及びスキルを有すること。 

３．経済・社会の諸問題に関する研究課題について、専門的で学術的な価値のある知見を有

し、計量的に課題解決策を提案できること。 

４．経済・社会に関する諸問題に、経済学及び数理・データサイエンス・AIの知識を活用して

学術研究を遂行し、研究成果の公表にむけて、研究者又は高度な実務者として必要な知

識、技能、意欲を有すること。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

経済学研究科は、経済データサイエンス専攻修士課程において、学位授与の方針に定めた学

修成果を達成するため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１を達成することを主たる目的として、１年次に必修科

目として「研究基礎」科目を置くとともに、研究科講義科目として「経済学」科目を置

く。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果２を達成することを主たる目的として、「研究基礎」科

目を置くとともに、研究科講義科目として、「数理・データサイエンス・AI」科目を置

く。 
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３．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、１年次から「経

済学演習」と「データ分析実践演習」の２つの「研究科演習」科目を置くとともに、必要

な研究指導を行う。 

４．学位授与の方針に定めた学修成果４を達成することを主たる目的として、１年次の「研究

科演習」科目に加えて２年次の｢特定テーマ研究｣によって必要な研究指導を行い、指導教

員以外の教員からも助言を受けるためにリサーチペーパーの「中間報告会」を設ける。 

５．研究指導においては、主指導教員を中心として複数教員体制を採り、データ収集・分析、

文章作成、口頭発表、リサーチペーパーの執筆を通じて、研究者又は高度な実務者として

必要な能力を身につけることができるよう、指導を行う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

経済学研究科は、次の点を確認することにより、修士課程への入学者を受け入れる。 

１．本課程の学修に必要な経済学又はデータサイエンスに関する基礎学力と明確な研究計画を

有していること。 

２．本課程の学修において必要な経済学の専門知識及びデータサイエンスを用いた分析能力を

修得しようとする意欲を有すること。 

３．地域経済・社会に関する諸問題を数理的に分析し、解決策を提案したいという姿勢をもっ

ていること。 

◇ 経営学研究科 

＜修士課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

経営学研究科は、修士課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を修得

し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文の審査及び最終試験によって、次

の学修成果を達成したと認められる者に「修士（経営学）」の学位を授与する。 

１．経営学に関する幅広い視野、基本的な知識及び思考力を有する。 

２．経営学に関する研究課題について、専門的で学術的な価値のある知見を有する。 

３．経営学に関する学術研究の遂行及び成果の公表にむけて、研究者として必要な知識、技

能、意識を有する。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

経営学研究科は、修士課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するため、次

の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１を達成することを主たる目的として、１年次に「一般

講義」及び「応用講義」を置く。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果２及び３を達成することを主たる目的として、１年次か

ら「演習」を置くとともに、必要な研究指導を行う。 

３．研究指導においては、口頭発表、修士論文の執筆を通じて研究者として必要な能力を養

う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

経営学研究科は、次の点を確認することにより、修士課程への入学者を受け入れる。 
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１．次の(１)～(３)の人材養成及び再教育という、この課程の目的に合致する入学志望動機と

研究課題を有する。 

(１)経営に関する専門職業人（公認会計士、税理士など） 

(２)経営に関する高度な専門知識を有する社会人（公務員、企業人、教員、団体職員など） 

(３)経営学に関する研究者 

２．この課程における学修に必要な水準の一般的学力を有する。 

３．この課程における学修に必要な水準の経営学に関する専門知識を有する。 
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◇ 法学研究科 

＜博士前期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

法学研究科は、博士前期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文又はそれに代わる学修成果の審

査及び最終試験によって、次の学修成果を達成したと認められる者に、「修士（法学）」の学

位を授与する。 

１．法学又は政治学に関する幅広い視野、基本的な知識及び思考力を有する。 

２．法学又は政治学に関するいくつかの特定テーマについて専門的な知識を有する。 

３．法学又は政治学に関する研究課題について、専門的で学術的な価値のある知見を有する。 

４．法学又は政治学に関する学術研究の遂行及び成果の公表にむけて、研究者として必要な知

識、技能、意識を有する。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

法学研究科は、博士前期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するため、

次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１を達成することを主たる目的として、１年前期に「一

般講義」、１年後期から「応用講義」を置く。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果２を達成することを主たる目的として、「特定テーマ研

究」を置く。 

３．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、１年後期から

「演習」を置くとともに、必要な研究指導を行う。 

４．学位授与の方針に定めた学修成果４を達成することを主たる目的として、「導入科目」を

１年前期に置き必修とするとともに、必要な研究指導を行う。 

５．研究指導においては、口頭発表、修士論文又はリサーチペーパーの執筆を通じて研究者と

して必要な能力を養う。 

６．本課程が目的とする人材養成の多様性に対応するため、複数の履修コースを設け、それぞ

れ異なる修了要件とする。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

法学研究科は、次の点を確認することにより、博士前期課程への入学者を受け入れる。 

１. 次の(１)～(４)の人材養成及び再教育という、この課程の目的に合致する入学志望動機と研

究課題を有する。 

(１)法学又は政治学に関する専門職業人（税理士、司法書士、社会保険労務士、行政書士な

ど） 

(２)法学又は政治学に関する高度な専門知識を生かした職業人（公務員、企業人、教員、団

体職員など） 

(３)法学又は政治学に関する高度な専門知識を有する社会人 

(４)法学又は政治学に関する研究者 

２. この課程における学修に必要な水準の一般的学力を有する。 

３. この課程における学修に必要な水準の、法学又は政治学に関する専門知識を有する。 
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＜博士後期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

法学研究科は、博士後期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した博士論文の審査及び最終試験によって、

次の学修成果を達成したと認められる者に、「博士（法学）」の学位を授与する。 

１．法学又は政治学に関する幅広い視野、専門的な知識及び思考力を有する。 

２．法学又は政治学に関する研究課題について、高度に専門的で、学術的な価値の高い知見を

有する。 

３．法学又は政治学に関する学術研究の継続的遂行及び成果の公表にむけて、自立した研究者

として必要な知識、技能、意識を有する。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

法学研究科は、博士後期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成するため、

次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１及び２を達成することを主たる目的として、「法律学

演習Ⅰ」及び「法律学演習Ⅱ」を置き、必修とする。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、「論文指導」を

置き必修とするとともに、研究指導を行う。 

３．研究指導においては、口頭発表、博士論文の執筆を通じて研究者として必要な高度な能力

を養う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

法学研究科は、次の点を確認することにより、博士後期課程への入学者を受け入れる。 

１. 法学又は政治学に関する研究者の養成という、この課程の目的に合致する入学志望動機と研

究課題を有する。 

２. この課程における学修に必要な、高い水準の一般的学力（外国語を含む。）を有する。 

３. この課程における学修に必要な、法学又は政治学に関する高度に専門的な知識を有する。 

４. 研究課題に関して、専門的で学術的価値のある知見を有する。 

◇ 工学研究科 

＜博士前期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

工学研究科は、博士前期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文の審査及び最終試験によって、

次の学修成果を達成したと認められる者に、「修士（工学）」の学位を授与する。 

１．工学に関する幅広い視野、基本的な知識及び思考力を有すること。 

２．工学に関するいくつかの特定テーマについて専門的な知識を有すること。 

３．工学に関する研究課題について、専門的で学術的な価値のある知見を有すること。 

４．工学に関する学術研究について、研究者として必要な知識、技能を活用して論文を作成

し、その実行方法と研究成果を公表できること。 
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〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

工学研究科は、博士前期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を確実に達成する

ため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１を達成することを主たる目的として、専攻ごとの科目

だけでなく、関連する他専攻科目の履修も可能とする。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果２及び３を達成することを主たる目的として、「工学修

士研修」と「工学特別演習」を設け、必要な研究指導を提供する。 

３．研究指導においては、口頭発表、修士論文の執筆を通じて研究者として必要な能力を養

う。 

４．学位授与の方針に定めた学修成果４を達成することを主たる目的として、「修士論文」を

要件とし、更に「技術経営特論」と「知的財産特論」を提供し、いずれかを必修とする。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

工学研究科は、次の点を確認することにより、博士前期課程への入学者を受け入れる。 

１．専門分野を学ぶための基礎学力と柔軟な思考能力及び自主的に学ぶ姿勢を有しているこ

と。 

２．専門分野の将来的な社会の変化、科学技術の進展に強く関わる情熱を持ち、自ら問題を見

出し、解決しようとする意欲を有すること。 

３．専門知識と洞察力を身につけ、国際的視野のもとに社会の発展に貢献したい意思を持って

いること。 

＜博士後期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

工学研究科は、博士後期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以上を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した博士論文の審査及び最終試験によって、

次の学修成果を達成したと認められる者に、「博士（工学）」の学位を授与する。 

１．工学に関する幅広い視野、専門的な知識及び思考力を有すること。 

２．工学に関する高度な専門知識を用いて、工学分野の諸問題について理論的、実験的に解析

できること。 

３．工学に関する研究課題について、高度に専門的で、学術的な価値の高い知見を有するこ

と。 

４．工学に関する学術研究について、自立した研究者として必要な知識、技能を活用して論文

を作成し、その実行方法と研究成果を公表できること。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

工学研究科は、博士後期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を確実に達成する

ため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１を達成することを主たる目的として、学際基盤科目を

置く。また、「技術経営特論」及び「知的財産特論」について、前期課程で修得していな

い場合、いずれか１科目を必修とする。 
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２．学位授与の方針に定めた学修成果２を達成することを主たる目的として、「工学博士研

修」を置き必修とする。また、「インターンシップ研修」、「工学特別研修」及び「工学

特別実習」を置く。 

３．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、「博士論文」を

課し、必要な研究指導を行う。 

４．学位授与の方針に定めた学修成果４を達成することを主たる目的として、口頭発表、博士

論文の執筆を通じて研究指導を行い、研究者として必要な高度な能力を養う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

工学研究科は、次の点を確認することにより、博士後期課程への入学者を受け入れる。 

１．この課程の目的である工学に関する研究者の養成に合致する入学志望動機と研究課題を有

していること。 

２．この課程における学修に必要な、高い水準の一般的学力（外国語を含む。）を有するこ

と。 

３．この課程における学修に必要な、研究課題に関して高度に専門的で学術的価値のある知識

を持っていること。 

◇ 人間情報学研究科 

＜博士前期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

人間情報学研究科は、博士前期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以

上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した修士論文の審査及び最終試験によ

って、次の学修成果を達成したと認められる者に、「修士（学術）」の学位を授与する。 

１．人間情報学の諸問題にかかわる多角的な視点及び基礎知識を有すること。 

２．人間情報学に関する専門知識及び技術を有し、専攻分野の諸問題について理論的、実証的

に分析できること。 

３．人間情報学に関する研究課題について専門的な知見を有し、課題解決策を提案できるこ

と。 

４．人間情報学に関する研究課題について、専門知識を活用して論文を作成し、その思考方法

と研究成果を公表できること。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

人間情報学研究科は、博士前期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成する

ため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１を達成することを主たる目的として、コア学科目群と

して社会情報学、行動情報学、生命・情報学の３領域の専門科目群を置き、そのうち１つ

をメジャー領域として選択させる。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果２を達成することを主たる目的として、幅広い学問領域

から構成される基礎学科目群を置くとともに、上記のメジャー領域以外の領域からも科目

を選択させる。 
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３．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、１年及び２年次

に「人間情報学演習」を置き必修とするとともに、必要な研究指導を行う。 

４．学位授与の方針に定めた学修成果４を達成することを主たる目的として、専門の異なる複

数の教員による演習指導を実施する。 

５．研究指導においては、口頭発表、修士論文の執筆を通じて研究者として必要な能力を養

う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

人間情報学研究科は、次の点を確認することにより、博士前期課程への入学者を受け入れ

る。 

１．本課程の学修に必要な人間情報学に関する基礎知識及び明確な研究計画を有しているこ

と。 

２．本課程の学修に必要な人間情報学に関する専門知識及び研究遂行能力を修得しようとする

意欲を有すること。 

３．人間情報学に関する諸問題に関して、深く研究したいという姿勢を持っていること。 

＜博士後期課程＞ 

〇学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

人間情報学研究科は、博士後期課程において、所定の履修方法に従って必要となる単位数以

上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえで提出した博士論文の審査及び最終試験によ

って、次の学修成果を達成したと認められる者に、「博士（学術）」の学位を授与する。 

１．人間情報学の諸問題に関する多角的な視点及び高度な知識を有すること。 

２．人間情報学に関する高度な専門知識及びスキルを有し、専攻分野の諸問題について理論

的、実証的に分析できること。 

３．人間情報学に関する研究課題について専門的な知見を有し、高度な課題解決策を提案でき

ること。 

４．人間情報学に関する研究課題について、高度な専門知識を活用して論文を作成し、その思

考方法と研究成果を公表できること。 

〇教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

人間情報学研究科は、博士後期課程において、学位授与の方針に定めた学修成果を達成する

ため、次の方針により、体系的・順次的な教育課程を編成・実施する。 

１．学位授与の方針に定めた学修成果１及び２を達成することを主たる目的として、「人間情

報学演習Ⅲ」及び「人間情報学演習Ⅳ」を置く。 

２．学位授与の方針に定めた学修成果３を達成することを主たる目的として、「論文指導」を

置く。 

３．学位授与の方針に定めた学修成果４を達成することを主たる目的として、口頭発表、博士

論文の執筆を通じて研究指導を行い、研究者として必要な高度な能力を養う。 

〇入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

人間情報学研究科は、次の点を確認することにより、博士後期課程への入学者を受け入れ

る。 
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１．人間情報学に関する明確な研究課題及び研究計画を有していること。 

２．本課程の学修に必要な人間情報学に関する高度な専門知識及び研究遂行能力を修得しよう

とする意欲を有すること。 

３．人間情報学に関する研究課題に関して、専門的で学術的価値のある知見を有し、さらに深

く研究したいという姿勢を持っていること。 
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Ⅴ．東北学院大学の中期計画 TG Grand Vision 150 

東北学院大学は、TG Grand Vision 150の確実な実行、達成を目指すために、第Ⅱ期中期計画

（2021～2025年度）を策定し、ビジョン及び将来像の達成を目指し、各期の計画の柱となる領

域を第Ⅱ期中期計画から「教育・研究」、「社会貢献」及び「管理運営」の３つに再編し、以

下の基本方針に基づき、各期において具体的な事業を展開する。 

 

≪教育･研究≫ 

① 建学の精神を体現する人間的洞察力に優れた人材養成及び専門性の高い学びを実現する

ために、全学的な教養教育基盤の整備による教養教育を行う。 

② 社会的課題や産業界のニーズに対応できる人材を輩出するための教育を行う。 

③ 学生の資質・能力を向上させるために、グローバル化に対応した教育及び留学プログラ

ムを支援する。 

④ 充実した学生生活を送るために、課外活動や学生相談等の支援機能を確立する。 

⑤ 研究体制及び環境を整備し、研究活動の活性化を推進する。 

⑥ 教学マネジメント体制を確立し、社会に対して説明責任を果たす。 

 

≪社会貢献≫ 

① 多様な年齢層への生涯学習の機会を提供する。 

② 地域社会、産業、行政との連携により社会的課題に対応する事業を実行する。 

 

≪管理運営≫ 

① ガバナンス機能を強化し、効率的な組織運営を行う。 

② 教育活動をより活性化させるための環境整備を行う。 
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